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　「女性活躍加速のための重点方針2016」の関連施策の概要及び予算額等（第４次男女共同参画基本計画の体系による分類）

28年度
当初予算

28年度
二次補正

予算

29年度
予算

対28年度
増減額

Ⅰ　あらゆる分野における女性の活躍
第１分野　男性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍
１　長時間労働の削減等の働き方改革　　　　　　　　　　　　　　　

２　家事・育児・介護等に男性が参画可能となるための環境整備

男性労働者が育児休業を取得しやすい職場風土作りに取り組み、男性労働者に
子の出生後８週間以内に開始する育児休業を取得させた事業主に助成金を支
給する。

（支給額）
・職場風土作りに取り組み、初めて男性労働者が子の出生後８週間以内に育児
休業を取得した場合
大企業　　30万円
中小企業　60万円
・２人目以降の育児休業取得者が生じた場合
15万円

※ただし、生産性要件を充足しているか否かにより、実際の支給額は上記から加
算・減算される。

1,174,50018 Ⅰ 1 (5) ① - - - -- 878,400 ▲ 296,100

4 Ⅰ 1 (2) ① - - - - 3-133,943 2,100,667 133,288

厚
生
労
働
省

両立支援等
助成金（出
生時両立支
援コース）

男性の育児休業取得等については、以下のとおり閣議決定等により
方針や数値目標が掲げられている。
（１） 日本再興戦略2016（平成28年6月2日閣議決定）
・男性の育児休業取得率
　2015（平成27）年　2.65％　→　2020（平成32）年　13％
・男性の配偶者の出産直後の休暇取得率
　2015(平成27)年　把握していない　→2020（平成32）年
80％
（２）少子化対策大綱（平成27年3月20日閣議決定）
・配偶者の産後８週間以内の父親の育児休業の利用を促進する
・数値目標　６歳未満の子どもをもつ男性の育児・家事関連時間
　2011（平成23）年　1日当たり67分→　2017（平成29）年
１日当たり2時間30分
これらを踏まえ、助成金の支給により事業主等の取組をさらに促進し、
職業生活と家庭生活の両立を容易にするための環境整備を進める。

<この表の見方>
※「女性活躍加速のための重点方針2016」登録事業について、第4次男女共同参画基本計画において該当するとした分野・大項目毎に掲載している。同事業が複数の分野・大項目に関連する場合は、最も関連性の高い分野・大項目で掲載し、それ以外については「その他第4次男女共同参画基本計画と関
係する分野・大項目」の欄に記載している。

その他第4次
男女共同参
画基本計画
と関係する分
野・大項目

項　目
（注2）

政策手段

関係予算（千円）
法令・

制度改正
税制改正

要望
機構定員

要求
その他

①労働基準法等の改正案の成立
　第189回通常国会に提出し、現在、継続審議となっている「労働基準法等の一
部を改正する法律案」が成立した場合、下位法令の検討を労働政策審議会で速
やかに行うとともに、法の円滑な施行に向けて事業主等に対する周知を行う。
②法定労働条件の履行確保のための監督指導体制の充実強化
　月80時間を超える残業が疑われる全ての事業場に対する監督指導の強化等に
より、法規制の執行強化を図る。
③労働時間等設定改善指針の改正・長時間労働の削減に向けた更なる取組の
検討
　・時間当たりの成果を評価する制度を盛り込んだ「労働基準法等の一部を改正
する法律案」が成立した場合、当該制度の周知も含めた法の円滑な施行に向けて
事業主等に対する周知を行う。
　・時間外労働の規制については、「ニッポン一億総活躍プラン」における「３６協
定における時間外労働規制の在り方について、再検討を開始する」旨の方針を踏
まえ、有識者による検討会を開催する。また、今後、「働き方改革実現会議」にお
いても長時間労働是正について議論されるものと承知しており、我が国の長時間労
働を変えていけるよう、関係省庁と連携して取り組む。
　・　「ニッポン一億総活躍プラン」における「勤務間インターバルの導入の自発的導
入を促進するため、専門的な知識やノウハウを活用した助言・指導、こうした制度を
積極的に導入しようとする企業に対する新たな支援策を展開する」とされたところで
あり、勤務間インターバルを導入する中小企業への支援等を行う。
　・10 月の年次有給休暇取得促進期間に加え、夏季、年末年始、ゴールデン
ウィークなどの連続休暇を取得しやすい時季に年次有給休暇取得の集中的な広
報を行うとともに、地域において、関係労使、地方公共団体等が協議会を設置し、
地域のイベント等に合わせた計画的な年次有給休暇取得等を企業、住民等に働
きかけ、地域の休暇取得促進の気運を醸成する。

女性を含めたすべての労働者が、子育て、介護、自己啓発、地域社
会への貢献などの生活と仕事との調和を図りつつ、その意欲や能力を
十分発揮できるようにし、更なる労働参加と生産性の向上を図る。

厚
生
労
働
省

長時間労働
の削減 1,967,379

通
し
番
号

（注1）

担
当
府
省

該当施策名 施策の背景・目的（注3）
当該施策の概要（注3）
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予算
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その他第4次
男女共同参
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項　目
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法令・

制度改正
税制改正

要望
機構定員

要求
その他

通
し
番
号

（注1）

担
当
府
省

該当施策名 施策の背景・目的（注3）
当該施策の概要（注3）

121 Ⅲ 1 (2) ①

経
済
産
業
省

子ども・子育
てを社会全体
で受け入れる
運動論

女性の活躍を阻害している要因には、家事・育児が社会において家庭
の工夫で行うものと考えられており、家庭の負担がなかなか減っていな
いことがあると考えられる。また、女性の家事・育児負担を減らしていく
ためには男性が家事・育児等に主体的に参加することが必要である
が、家事・育児が未だに女性のものと考えられており、男性が家事・育
児をしやすくするようなサービス・商品が少なく、男性が家事・育児に参
加しづらい状況を社会が作り出している。
こうした社会の意識を変えていくためには、社会を構成する重要な構成
員である企業の活力をうまく活用していくことがカギとなる。企業にとって
も、女性の活躍や子育て支援という面で、企業のビジネスと両立し得
るようなサービス・商品を作り出していくことができれば、企業に求められ
る社会的貢献とビジネス上の利益の双方を実現することができ、望まし
い。
家事・育児を家庭で女性だけが担うものではなく、男性や、社会全体
とも分かち合っていくような社会環境を作り、男女双方含めた社会全
体の意識を変革していくこと目指していく。

子育てをしやすくするような商品・サービス、家事負担を軽減するような商品・サービ
スを社会全体で増やしていく。
　・男性を含めたロールモデルの発信
　・商品・サービスの広報（共通マークの付与等）
　・商品・サービスの開発・促進　　等

- - - - - - -

子育てをしやすく
するような商品・
サービス、家事負
担を軽減するよう
な商品・サービス
を社会全体で増
やしていく。

３　男女共同参画に関する男性の理解の促進

21 Ⅰ 1 (5) ③
内
閣
府

さんきゅうパパ
プロジェクト促
進事業（男
性の配偶者の
出産直後の
休暇取得の
促進事業）

○　我が国の男性の家事・育児時間は諸外国に比べ少なく、夫が休
日に行う家事・育児の時間が第２子以降の出生に影響していることを
示す調査結果などもあり、男性の家事・育児への参画が少ないことが
少子化の原因の一つになっている。

○　そうした認識の下、「さんきゅうパパプロジェクト」の取組は、子供が
誕生するときに、家族が時を共にし、絆を深め、男性が家事・育児をす
るきっかけになるよう、配偶者の出産直後の男性の休暇取得を促すも
の。

○　少子化社会対策大綱（H27.3.20閣議決定）においては、男
性による配偶者の出産後２か月以内の休暇取得率80％（2020
年）を目標に掲げている。

　出産後、休暇を取得するとよい日や、休暇時にどのようなことをするのがよいかを紹
介するなど工夫をしつつ、引き続き、企業・団体等への意識改革、機運の醸成を
図っていく。

12,097 - 8,000 ▲ 4,097 - - - -

24 Ⅰ 1 (6) ①
内
閣
府

男性の家事・
育児等参加
応援事業

○男性が家事・育児等に参加することは女性活躍の観点からも重要
であるため、平成27年12月25日に閣議決定された「第４次男女共
同参画基本計画」においても「男性中心型労働慣行等の変革と女性
の活躍」という章を新たに立てられ、「男女共同参画に関する男性の理
解の促進」の具体的な取組が盛り込まれました。
　　計画では「６歳未満の子供を持つ夫の育児・家事関連時間」を平
成32年までに「１日あたり２時間30分」にすることを成果目標としてい
ます。（現状67分）
○平成28年5月にすべての女性が輝く社会づくり本部において決定し
た「女性活躍加速のための重点方針2016」では、「男性が家事・育
児等に参画する社会の実現に向け、官民の有機的な連携を更に進
め、都市部を中心としたキャンペーンを、特に若年世代を中心に実施
する。また、企業や経済団体等との連携、地域における横断的取組、
家事・育児等への参画を促す商品・サービスの普及等、男性の家事・
育児等への参画を促進する方策を総合的に推進する。」こととされまし
た。

○男女がお互いの立場を尊重し、豊かな将来のためにそれぞれの家庭の価値観に
合った多様な家事・育児のあり方について話し合える機会をつくることが重要との考
えに立ち、様々なライフステージ（結婚、妊娠、出産期など）、多様な価値観を持
つ男女に興味・関心を持ってもらえる場としてのイベントを開催します。
　・基調講演、パネルディスカッション（メイン会場）
　・ワークショップ、トークセッション（サブ会場）
　・専門家によるライフプランの設計や、民間企業による男性の家事・育児参加促
進につながる商品・サービス紹介コーナーのブース出展
○インターネット等の啓発広報を展開します。
○上記の施策を実施して総合的に推進し、国民全体の気運を醸成します。

13,313 - 17,220 3,907 - - - - 3-1
10-2



3

28年度
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当
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25 Ⅰ 1 (6) ②
内
閣
府

企業等におけ
るワーク・ライ
フ・バランスに
関する調査研
究及び情報
提供

　｢仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章｣・「行動指針」
において、国の取組として、「労使による自主的な取組を支援していくこ
とが重要であり、国民の理解を促進し、先進企業の好事例や取組のノ
ウハウ等の情報を提供していくこと」とされている。また、昨年12月に閣
議決定された「第４次男女共同参画基本計画」においては、「男性が
家事・育児・介護に参画等するための環境整備や情報の提供等の支
援を行う」とされている。
　こうした必要性を踏まえ、内閣府では、様々な主体における、仕事と
生活の調和の取組状況等について、専門的かつ多角的な観点から分
析を行い、啓発用ツールとして好事例集を作成する。

　ワーク・ライフ・バランスに関する好事例が認められた企業等を対象に、その後の取
組状況を把握し、取組の継続や従業員への浸透状況、働き方や生産性の変化
等を調査研究する。また、その内容について、啓発用ツールとして好事例集を作成
する。

- - 5,202 - - - - -
3-1
3-3
10-2

40 Ⅰ 2 (4) ①
内
閣
府

組織トップの
女性活躍への
コミットメント
拡大

平成26年３月に首相官邸で開催された「輝く女性応援会議」を契機
に、同年６月、女性活躍推進に積極的に取り組む男性リーダーによっ
て、様々な女性の意欲を高め、その持てる力を最大限発揮できるよ
う、具体的に取り組んでいくことを掲げた「輝く女性の活躍を加速する
男性リーダーの会」 行動宣言を策定・発表した。
行動宣言に沿って、組織トップ自らが女性活躍に取り組み、その行動
を全国の組織トップやWAW!などの国際会議等へ発信・周知すること
等により、女性活躍加速の気運を高める。

「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」行動宣言賛同者による女性活躍
推進に関する取組の情報共有・発信及び賛同者のネットワーク拡大のため、賛同
者ミーティングの開催や、ウェブサイト、賛同者による女性活躍推進の好事例等を
集めた事例集及び賛同者拡大のための広報啓発ツールによる国内外への情報発
信を行う。

- - 6,568 - - - - -
2-4
3-1
10-2

４　ポジティブ・アクションの推進等による男女間格差の是正

29 Ⅰ 2 (2) ①
内
閣
府

女性活躍推
進法施行等
関連経費
（女性活躍
推進法サイト
の拡充、女性
活躍推進法
施行状況調
査に基づく論
点整理）

　平成28年4月に女性活躍推進法が完全施行となり、国及び地方
公共団体は、特定事業主行動計画の策定、職業選択に資する情報
の公表が義務づけられた。加えて、同法により、地方公共団体におい
ては、区域内の女性活躍に係る推進計画の策定が求められている。こ
れらの取組状況等について、平成28年度に女性活躍推進法見える
化サイトを開設し、広く一般に情報提供を行う。
　今後は、毎年１回以上公表する必要がある職業選択に資する情
報の公表状況や、行動計画の実施状況について、調査・公表し、当
該情報や行動計画等をよりわかりやすい形で情報提供できるようサイ
トを拡充する。
　また、法の施行状況の調査・分析を実施し、好事例の発信を行うこ
とともに、法施行後３年の見直し検討に向けた課題・論点整理を行
う。

○女性活躍推進法サイトの拡充
　国及び地方公共団体が毎年1回以上公表する必要がある女性の職業選択に
資する情報の公表状況や、特定事業主行動計画の実施状況について、サイトで
公表するとともに、当該情報や行動計画等について、各団体の情報を比較しやす
く、また、好事例等利用者が知りたい情報に容易にアクセスできるよう、検索機能や
提供情報の充実等サイトの拡充を図る。

○女性活躍推進法施行状況調査に基づく論点整理
　特定事業主行動計画、推進計画等の内容・取組や好事例等について、内閣府
で調査を実施し、法施行後３年の見直し検討に向けた課題・論点整理を行う。

7,514 - 11,420 3,906 - - - - 2-3

41 Ⅰ 2 (4) ②
内
閣
府

男女共同参
画推進連携
会議

男女共同参画社会づくりに関し広く各界各層との情報及び意見の交
換並びにその他の必要な連携を図り、男女共同参画会議と協力しつ
つ、男女共同参画社会づくりに向けての国民的な取組を推進するた
め、有識者18人と民間・NPO等の団体から推薦された議員98人
（平成28年８月現在）からなる「男女共同参画推進連携会議」を
平成８年９月に設置した。また、男女共同参画をめぐる個別具体的
な課題の解決に向け、積極的な活動を行うため、平成27年10月より
「女性のエンパワーメント促進チーム」を連携会議内に組織した。

「女性のエンパワーメント促進チーム」において、特に中小企業における女性のエンパ
ワーメント促進、男性の意識改革や当事者意識の醸成に向けた方策の検討や、
「女性のエンパワーメント原則（WEPs）」、「輝く女性の活躍を加速する男性リー
ダーの会」行動宣言等の理解促進を図るとともに、国内の企業・関連団体等に対
する広報や、UN Women日本事務所等と連携した海外への情報発信に努める
こととしている。

19,541 - 19,491 - - - - - 10-1
の内数の内数
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５　女性の活躍に影響を与える社会制度・慣行の見直し

135 Ⅲ 2 (1) ①

内
閣
府
、
内
閣
人
事
局
、
人
事
院
、
総
務
省
、
財

務
省
、
厚
生
労
働
省

女性が働きや
すい制度等へ
の見直し

「『日本再興戦略』改訂2014」では、「働き方に中立的な税制・社会
保障制度等への見直し」として、税制、社会保障制度、配偶者手当
等について総合的に検討することとされた。これを踏まえ、26年10月、
経済財政諮問会議で各制度について議論を行い、内閣総理大臣か
ら、関係大臣に対して総合的に具体的取組の検討を進めるよう指示
するとともに、人事院にも国家公務員の配偶者手当について検討する
よう要請した。女性が働きやすい税制・社会保障制度・配偶者手当
等への見直しについては、働きたい人が働きやすい環境整備の実現に
向けた具体的検討を進める。

・税制については、平成29年度税制改正において、女性を含め、働きたい人が就
業調整を意識せずに働くことができる仕組みを構築する観点から、配偶者控除等
について、配偶者の収入制限を103万円から150万円に引き上げるなどの見直し
を行うこととした。
・社会保障制度については、平成28年10月からの大企業における短時間労働者
への適用拡大の施行に加えて、中小企業における短時間労働者についても、労使
の合意に基づき企業単位で被用者保険の適用拡大の途を開くことを可能とする法
案が第192回臨時国会において成立し、平成29年４月から施行予定。この適用
拡大を実施し、併せて賃金を引き上げた場合の助成制度をキャリアアップ助成金に
創設する。また、年金機能強化法附則第２条に基づき、更なる適用拡大につい
て、平成31年9月30日までに検討を加え、その結果に基づき、必要な措置を講ず
ることとしている。
・国家公務員の配偶者に係る扶養手当については、平成28年８月の人事院勧
告において、平成29年4月1日から段階的に配偶者に係る手当額を他の扶養親
族と同額まで減額するなど、扶養手当の見直しを行う、と勧告されたことを踏まえ、
第192回国会に必要な法案を提出した結果、11月に可決・成立した。
・民間企業における配偶者手当についても、「配偶者手当の在り方の検討に関し
考慮すべき事項」について広く周知を図り、労使に対しその在り方の検討を促してい
く。

41,045,208 - 67,007,503 -

＜中小企業にお
ける被用者保険
の適用拡大＞
第192回国会に
おいて成立

＜国家公務員
の配偶者に係る
扶養手当の見
直し＞第192回
国会において成
立

＜配偶者控
除等の見直し
＞平成29年
度税制改正に
おいて見直し
を実施

-
経済財政諮問会
議、政府税制調
査会等にて議論

の内数 の内数
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担
当
府
省

該当施策名 施策の背景・目的（注3）
当該施策の概要（注3）

第２分野　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

１　政治分野

28 Ⅰ 2 (1) ①
内
閣
府

政治分野にお
ける女性の参
画拡大に係る
調査研究及
び情報提供

　政府は、第4次男女共同参画基本計画に基づいて、各政党に対
し、女性活躍推進法に基づき民間が行う取組内容を踏まえ、女性活
躍に関する現状の把握・分析、女性候補者等における数値目標の設
定や人材育成の取組を含めた行動計画の策定や情報開示に向けた
自主的な取組等のポジティブ・アクションの実施を要請している。これを
踏まえ、政党等の政治分野への女性参画拡大のために参考となるよ
う、政府として必要な調査及び情報提供を積極的に行う。

　政治分野における女性の参画拡大は、政治に多様な民意を反映させる観点か
ら極めて重要であり、政党等における実効性のあるポジティブ・アクションの導入を促
すべく、政府として、必要な調査研究や情報提供を行う。
　具体的には、第4次男女共同参画基本計画に基づき、①クオータ制等ポジティ
ブ・アクション導入について各政党において検討が進められるよう調査研究を行い、
②国や地方の政治分野における女性の参画状況（女性党員、女性役員、女性
候補者等の比率等）等について調査し、国民に分かりやすい形で提示するなど、
政治分野における女性の参画状況の「見える化」を推進する。

- - 4,995 - - - - -

２　司法分野

３　行政分野

5 Ⅰ 1 (3) ①

内
閣
官
房

（参考）国
家公務員テレ
ワーク取組状
況等調査の
実施

（参考）
多様で柔軟な働き方が選択できる社会、女性の活躍推進とその前提
になるワークライフバランスの実現を図るため、その前提となるテレワーク
を社会全体へと波及させる観点から、国家公務員自らが率先してテレ
ワーク導入に取り組む必要があり、「国家公務員テレワーク・ロードマッ
プ」（平成27年1月21日）により、各府省庁のテレワーク推進体制
の整備がされたところ。

（参考）
「国家公務員テレワーク・ロードマップ」に基づき、府省庁のおけるテレワーク取組状
況の実態調査（各府省庁の推進計画のフォローアップも含む）を実施し、取組事
例とともにその結果を公表。

- - - - - - -

（参考）
国家公務員テレ
ワーク取組状況
等調査（「国家
公務員テレワー
ク・ロードマップ」に
基づく各府省等
で策定しているテ
レワーク推進計画
のフォローアップも
含む）

7 Ⅰ 1 (3) ①
総
務
省

政府情報シス
テム刷新のた
めのクラウド基
盤の整備・運
用

政府情報システムのクラウド化を推進するため、これまで、各府省が情
報システムの稼働に必要なサーバ機器やサーバ機器を設置するデータ
センタを別々に整備し、かつ運用・監視業務等も別々に実施している
状況に対し、クラウドコンピューティング技術を活用した「霞が関クラウド」
とも言える「政府共通プラットフォーム」を平成２５年３月より運用開
始し、政府情報システムの運用コストの削減や情報セキュリティ対策の
向上に寄与するよう、クラウド化を推進しているところである。

各府省別々に構築・運用している政府情報システムのクラウド化を図るための基盤
として、クラウドコンピューティング技術を活用し、①複数システムでのハードウェアの共
用、②OS・ミドルウェア等の基盤ソフトウェアの共通化、③運用監視の一元化等を
実現する政府共通プラットフォームを整備し、政府情報システムの運用コストの削
減や情報セキュリティ対策の向上に寄与するよう、クラウド化を推進していく。

8,975,050 - 13,018,049 - - - - -

31 Ⅰ 2 (3) ①

内
閣
官
房

（参考）国
家公務員テレ
ワーク取組状
況等調査の
実施

（参考）
多様で柔軟な働き方が選択できる社会、女性の活躍推進とその前提
になるワークライフバランスの実現を図るため、その前提となるテレワーク
を社会全体へと波及させる観点から、国家公務員自らが率先してテレ
ワーク導入に取り組む必要があり、「国家公務員テレワーク・ロードマッ
プ」（平成27年1月21日）により、各府省庁のテレワーク推進体制
の整備がされたところ。

（参考）
「国家公務員テレワーク・ロードマップ」に基づき、府省庁のおけるテレワーク取組状
況の実態調査（各府省庁の推進計画のフォローアップも含む）を実施し、取組事
例とともにその結果を公表。

- - - - - - -

（参考）
国家公務員テレ
ワーク取組状況
等調査（「国家
公務員テレワー
ク・ロードマップ」に
基づく各府省等
で策定しているテ
レワーク推進計画
のフォローアップも
含む）

の内数の内数
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28年度
当初予算

28年度
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予算

29年度
予算

対28年度
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項　目
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法令・
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税制改正

要望
機構定員

要求
その他

通
し
番
号
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担
当
府
省

該当施策名 施策の背景・目的（注3）
当該施策の概要（注3）

32 Ⅰ 2 (3) ①

内
閣
官
房

国家公務員
の女性活躍・
ワークライフバ
ランス推進

　国家公務員においては、「働き方改革」、「育児・介護等と両立して
活躍できるための改革」及び「女性の活躍推進のための改革」という３
つの改革を柱とした「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推
進のための取組指針」（平成26年10月17日女性職員活躍・ワーク
ライフバランス推進協議会決定。平成28年１月28日一部改正。以
下「取組指針」という。）、取組指針に基づく各府省の取組計画及び
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律
第64号）に基づく特定事業主行動計画に基づき、率先して女性活
躍・ワークライフバランス推進に取り組んでいるところ。また、「日本再興
戦略2016」(平成28年６月２日閣議決定）等を踏まえ、「霞が関
の働き方改革を加速するための重点取組方針」（平成28年７月29
日内閣官房内閣人事局決定。以下「重点取組方針」という。）を策
定し、「働き方改革」を更に加速することとしたところ。
　男女全ての職員にとって働きやすい職場環境づくりに向けて、女性活
躍・ワークライフバランス推進の動きを加速していく。

　上記目的の達成に向け、取組指針等に基づき、
・　女性職員が若いうちから将来のキャリアをイメージしつつ仕事への意欲を高めるた
めの研修の実施等による積極的育成、
・　女性職員の活躍及び男女のワークライフバランスに資する取組を行う管理職を
増やすための研修の実施やeラーニング教材の開発、
・　男女全ての職員のワークライフバランスの実現のため、「ゆう活」等を通じた超過
勤務の縮減、業務の効率化、フレックスタイム制等による時間と場所の柔軟化等に
加え、重点取組方針に基づくリモートアクセスとペーパーレスの推進、管理職をはじ
めとしたマネジメント改革、不要業務の廃止を含めた業務効率化等による「働き方
改革」
等の取組を強力に推進していく。

50,282 - 67,063 16,781 - - - -

33 Ⅰ 2 (3) ①
総
務
省

政府情報シス
テム刷新のた
めのクラウド基
盤の整備・運
用

政府情報システムのクラウド化を推進するため、これまで、各府省が情
報システムの稼働に必要なサーバ機器やサーバ機器を設置するデータ
センタを別々に整備し、かつ運用・監視業務等も別々に実施している
状況に対し、クラウドコンピューティング技術を活用した「霞が関クラウド」
とも言える「政府共通プラットフォーム」を平成２５年３月より運用開
始し、政府情報システムの運用コストの削減や情報セキュリティ対策の
向上に寄与するよう、クラウド化を推進しているところである。

各府省別々に構築・運用している政府情報システムのクラウド化を図るための基盤
として、クラウドコンピューティング技術を活用し、①複数システムでのハードウェアの共
用、②OS・ミドルウェア等の基盤ソフトウェアの共通化、③運用監視の一元化等を
実現する政府共通プラットフォームを整備し、政府情報システムの運用コストの削
減や情報セキュリティ対策の向上に寄与するよう、クラウド化を推進していく。

8,975,050 - 13,018,049 - - - - -

34 Ⅰ 2 (3) ②
総
務
省

女性地方公
務員の活躍
推進に向けた
戦略的広報・
情報発信

　地方公共団体が女性活躍推進法及び第四次男女共同参画基本
計画に基づき、女性地方公務員の活躍推進のための目標を達成する
ためには、①人事管理面での変革（女性が出産・子育てを行いつつ
管理職として活躍できる新しい人事管理体系の構築）と②男性職員
を含めた柔軟な働き方改革（男性が育児等の家庭責任を果たすこと
ができるような働き方の改革）を車の両輪とした取組が求められてい
る。
　そのため、先進事例の紹介を行うほか、地方公共団体との間で共通
の課題や取組方策について議論・検討し、情報共有を図るなど、戦略
的な広報・情報発信を通じて、各団体の実情に即した主体的かつ積
極的な取組を支援する。

　地方公共団体における女性職員活躍・働き方改革に関する先進的な取組事例
を紹介するほか、地方公共団体と総務省の女性職員活躍・働き方改革の担当者
が、各団体に共通の課題について、具体的・実践的な取組手法等を検討する場
（「女性地方公務員活躍・働き方改革推進協議会」）を設置する。
　また、民間事業者の専門的知見を得て、地方公共団体の女性職員活躍及び
働き方改革を推進するための実践的方策について調査研究を行う。（「女性地方
公務員活躍・働き方改革の推進に関する調査研究事業」）

- - 15,549 - - - - -

66 Ⅰ 2 (10) ①

海
上
保
安
庁

女性海上保
安官の活躍
推進(女性職
員活躍推進
研修）

海上保安庁は、海上の安全及び治安の確保を図るため、離島を含む
全国各地において24時間体制で業務を遂行しているが、このような勤
務環境は女性職員をはじめとした育児・介護等の事情を抱える職員
には厳しいものであり、将来への不安を抱える女性職員も少なくない。
一方で、当庁の業務は巡視船艇等の運航や警備、救難等に代表さ
れる業務に関する知識技能の習得に多くの時間を要することから、こう
した知識技能を有する女性職員の離職は組織にとってもマイナスであ
る。したがって、女性職員の不安を解消し、継続して働き続けられる職
場環境を整備する必要がある。

・若手女性職員の業務意識・キャリア意識の向上、不安の解消と活躍の推進のた
め、本庁及び各管区において若手女性職員を対象とした研修を実施する。
・職員に男女共同参画の意識を醸成するため、海上保安大学校、海上保安学
校学生に対する男女共同参画に関する研修を実施する。
・各個人の将来を見据えた業務への取り組み・キャリアパスを想定した異動希望の
提出等ができるようにするため、保安学校学生に対し、人事についての知識を付与
し、今後のキャリアパスを考えさせる研修を実施する。
・結婚や出産等により働き方が変わる転換点にある女性職員が、自身のライフイベ
ントを踏まえ、辞職を選択せず、仕事と家庭を両立させ、働き続けられるキャリアプラ
ンについて人事担当者と情報共有するため、人事担当者により面談（キャリア面
談）を実施する。

4,393 - 4,165 ▲ 228 - - - -

の内数の内数
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－

233,627（平
成28年度三次
補正予算）

68 Ⅰ 2 (10) ②
警
察
庁

地方警察官
採用募集活
動に係る国の
事業の強化

  地方警察官の採用者数は、退職者数の増加や増員により平成13
年度から急増し、平成14年度以降14年連続して１万人を超えてい
る。反面、少子化の影響や近年の民間企業による採用募集活動の
積極化等に加え、女性の採用・登用拡大に伴い、平成23年度に比
べ、女性の競争倍率が低下しているなど採用情勢は依然として厳しい
状況であることから、警察庁として各都道府県警察の採用募集活動
に対する更なる支援を行っていく必要がある。

　女性対象合同企業説明会に参加し、都道府県警察と共に警察官の魅力・やり
がいをアピールするとともに、女子学生を対象とした女性警察官業務説明資料を作
成し、当該説明会で活用したり、各都道府県警察に配布したりしている。

3,150 - 4,966 1,816 - - - - 11-1

４　経済分野

30 Ⅰ 2 (2) ①

厚
生
労
働
省

女性活躍推
進法の施行
状況の調査・
分析

　平成28年4月に全面施行された「女性の職業生活における活躍の
推進に関する法律」（平成27年法律第64号。以下「女性活躍推
進法」という。）により、従業員数301人以上の事業主について一般
事業主行動計画の策定・届出等が義務づけられていることから、同法
の履行確保を図っていく必要がある。

　女性活躍推進法に係る一般事業主行動計画策定届出状況について、都道府
県労働局雇用環境・均等部（室）を通じて把握を行うとともに、引き続き、届出
率を100％にするため一般事業主に対して積極的な働きかけを行う。
（平成28年７月31日現在の届出率（常時雇用労働者301人以上の企業）
98.2％）
　また、女性活躍推進法に基づく「えるぼし」認定の状況についても、都道府県労
働局雇用環境・均等部（室）を通じて把握を行うとともに、引き続き、認定企業
数の増加に向けて一般事業主に対して積極的な働きかけを行う。
（平成28年７月31日現在の認定企業数　126社）

- - - - - - - 法施行業務

43 Ⅰ 2 (5) ②

経
済
産
業
省

女性リーダー
育成推進事
業の実施

平成28年6月2日に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」にお
いても、「女性が継続就業でき、リーダー層に登用される人材として成
長できるよう、役員候補段階の女性を対象にしたリーダー育成研修等
の先進的な取組を推進する。」と記載されている。一方で、足下では、
我が国の企業における経営層・管理職層の女性が極めて少ない状況
であり、女性リーダー育成を推進する事業を支援することで我が国企
業の競争力強化を目指す。

幹部候補の女性社員を対象に、ハーバード・ビジネススクールのノウハウを活用し、
グローバルな知見を習得するための企業横断的な研修機会を提供する取組を支
援する。また、政財界トップを集めたシンポジウムを開催し、政府主導で企業におけ
る女性リーダー育成への意識変革を図る。

- 39,933 - - - - - -

44 Ⅰ 2 (5) ③

厚
生
労
働
省

両立支援等
助成金（女
性活躍加速
化コース)

　女性が職業生活において、その希望に応じて十分に能力を発揮し、
活躍できる環境を整備するため、女性の活躍推進策に取り組む企業
に対し助成金を支給することで企業の取組を後押しする。

　女性の活躍推進に関する自社の状況把握を行い、取組目標及び数値目標を
定めて公表した上で、取組を行い各目標を達成した事業主に段階的に助成金を
支給する。

【支給額】中小企業：取組目標達成時30万円、数値目標達成時30万円
　　　　　　  大企業：数値目標達成時30万円
 
 
平成29年度においては、企業等の管理職における女性の割合が依然として低い
状況を踏まえ、基準値以上の女性管理職比率の数値目標を設定して達成した中
小企業事業主に対する助成額を増額することにより、企業による女性の活躍推進
の取組を加速化させることとする。

512,100 - 349,070 ▲ 163,030 - - - - 3-3

429,984 798,940

　防衛省においても、女性活躍推進法（平成27年法律第64号）
に基づき、　「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基
づく防衛省特定事業主行動計画」や「防衛省における女性職員活躍
とワークライフバランス推進のための取組計画」（平成27年1月防衛
省女性職員活躍・ワークライフバランス推進本部決定）に基づき、女
性職員の採用・登用の拡大を進めている。
　特に、自衛官については、その職務の特殊性から、起床から消灯まで
の集団行動を伴う教育や訓練などが行われる機会が多い。また、幹部
自衛官以外の者については、原則として駐屯地・基地内に居住する
義務を負っており、自衛官にとって、駐屯地等は、勤務する場であると
ともに、生活する場であるという側面を併せ持っている。
　以上のことから、女性の採用・登用を更に拡大していくためには、駐
屯地等における女性が働きやすい環境を整備するための施設整備が
必要である。

　女性の採用・登用の更なる拡大に向けた、女性隊員が働きやすい環境を実現す
るための施設整備

　・女性用浴場の新設、増設

　・演習場の廠舎建替え（女性用区画を整備）　　など

368,956 - - - -67 Ⅰ ①(10)2
防
衛
省

女性自衛官
の採用・登用
の拡大のため
の勤務環境の
整備
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28年度
当初予算

28年度
二次補正

予算

29年度
予算

対28年度
増減額

その他第4次
男女共同参
画基本計画
と関係する分
野・大項目

項　目
（注2）

政策手段

関係予算（千円）
法令・

制度改正
税制改正
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その他

通
し
番
号

（注1）

担
当
府
省

該当施策名 施策の背景・目的（注3）
当該施策の概要（注3）

45 Ⅰ 2 (5) ③

厚
生
労
働
省

中小企業のた
めの女性活躍
推進事業

　平成28年4月に全面施行された「女性の職業生活における活躍の
推進に関する法律」（平成27年法律第64号）により、従業員数
301人以上の事業主について一般事業主行動計画の策定が義務づ
けられ、計画に基づく取組を推進していくこととなっている。
　一方で、労働者の6割以上は、努力義務である300人以下の事業
主に雇用されているのが実情であり、中小企業においても女性の活躍
推進の重要性を理解し取組を加速化させていくことが我が国全体の女
性活躍推進のためには重要である。そのため、中小企業のための女性
活躍推進の事業として集中的に支援する取組を講じるもの。

　常時雇用する労働者の数が300人以下の中小企業に対して、一般事業主行
動計画策定等に向けた、電話相談、説明会等の支援を実施する。 286,512 - 284,721 ▲ 1,791 - - - - 3-3

46 Ⅰ 2 (5) ③

厚
生
労
働
省

女性の活躍
推進及び両
立支援に関す
る総合的情
報提供事業

　企業における女性の活躍推進の取組の加速化に向け、企業のイン
センティブを強化するためには、女性の活躍推進に積極的な企業ほど
労働市場で選ばれるという社会環境をつくっていくことが効率的かつ効
果的である。
　さらに平成２８年４月からは、「女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律」（平成27年法律第64号）が全面施行されている
ことも踏まえ、同法に基づく情報公表項目を中心に、一層の情報集約
を行うとともに、ユーザビリティを高める必要がある。

　「女性活躍推進企業データベース」について、企業情報一覧表示の際の絞り込み
機能を新たに追加し、利便性の強化を図った。
　引き続き、検索機能の改善等利便性の向上を図るとともに、より多くの企業の情
報掲載が進むよう働きかけを行う。

136,018 - 134,101 - - - - - 3-3

48 Ⅰ 2 (5) ④

経
済
産
業
省

ダイバーシティ
普及アンバサ
ダー事業の実
施

　平成２４年１２月に発足した第二次安倍内閣以降、「女性活
躍」を政府の最重要政策の一つと位置付け、成長戦略の推進や一億
総活躍社会の実現に向けて、様々な取組を進めてきたところ。また、
女性活躍を推進するためには、企業・経済社会において女性をはじめ
とする多様な人材がそのの能力を最大限発揮し、競争力を高めていく
ことが必要。そのため、企業の経営戦略としての女性活躍推進を進め
ていく。

　企業における女性の活躍及びダイバーシティ経営の経営戦略的な意義を明確化
し、普及啓発を図っていく。企業のみでなく投資家におけるダイバーシティ経営による
企業価値の理解浸透を図るため、企業と投資家の対話の実施を検討するほか、
平成２９年度も引き続き、東京証券取引所と共同で、「女性活躍推進」に優れ
た上場企業を、「中長期の企業価値向上」を重視する投資家にとって　魅力ある
銘柄（「なでしこ銘柄」）として選定する。
　また、女性を含め多様な人材の能力を活かして、イノベーションの創出、生産性
向上等の成果　を上げている企業を、平成２９年度も引き続き「新・ダイバーシティ
経営企業100選」として表彰するとともに、先進企業による取組の紹介等を各地で
行い、特に地方におけるダイバーシティ経営の普及啓発を強化する。
　併せて、ダイバーシティ経営の在り方や企業・投資家に対するダイバーシティ経営
の訴求力を高めるための方策について、検討を進める。

【これまでの取組状況】
＜なでしこ銘柄＞
平成２４年度から開始し、平成２７年度は４５社を選定。平成２８年度は、
３月に選定企業を発表する予定。
＜ダイバーシティ経営企業１００選＞
平成２４年度から開始し、これまでに１７４社（大企業９３社、中小企業８
１社）を選定。平成２８年度は、３月に選定企業を発表する予定。
＜検討会＞
平成２８年８月より「競争戦略としてのダイバーシティ経営（ダイバーシティ2.0）
の在り方に関する検討会」の実施。

175,026 - 180,535 - - - -

ダイバーシティ経
営の在り方や企
業・投資家に対
するダイバーシティ
経営の訴求力を
高めるための方策
についての検討会
の実施等

の内数の内数

の内数の内数
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当初予算

28年度
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予算

29年度
予算

対28年度
増減額
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政策手段
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法令・
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通
し
番
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当
府
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60 Ⅰ 2 (7) ③
内
閣
府

地域女性活
躍推進交付
金

平成２８年４月に施行された「女性の職業生活における活躍の推進
に関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）」において、国及び
地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進に関して必
要な施策を策定し、実施することが責務とされている。さらに、女性の
活躍推進は一億総活躍の最も重要な柱となっており、これらを踏ま
え、女性活躍推進法に基づき、地域の実情に応じた地方公共団体に
おける女性の活躍推進に関する施策の実施を支援することにより、地
域における女性の活躍を迅速かつ重点的に推進する。

多様な主体による連携体制の構築の下、女性活躍推進のためのワンストップ支援
体制の整備など、住民に身近な地方公共団体が行う、地域の実情に応じた取組
を支援する。
（交付対象）地方公共団体
（補 助 率）１０分の８（28年度二次補正予算）　２分の１（29年度予
算）
（交付上限）
都道府県　１，６００万円（28年度二次補正予算）　１，０００万円
（29年度予算）
政令指定都市　８００万円（28年度二次補正予算）　５００万円（29年
度予算）
市区町村　４００万円（28年度二次補正予算）　２５０万円（29年度予
算）
（交付要件）女性活躍推進法第６条における都道府県推進計画・市町村推
進計画をすでに策定、又は、策定を予定していること
　※定量的な成果目標を設定。

本交付金の活用について、都道府県に対し周知を行うことにより、男女共同参画
センターが「女性起業家等支援ネットワーク」と連携し、地域の女性起業支援の拠
点として、様々な女性のニーズに配慮しつつ、女性起業家に対する企業とのマッチン
グ等の支援を行うことを促進し、起業後の事業継続を支援する。

- 300,000 250,000 - - - - - 3-5

61 Ⅰ 2 (7) ④
内
閣
府

男女共同参
画推進連携
会議

男女共同参画社会づくりに関し広く各界各層との情報及び意見の交
換並びにその他の必要な連携を図り、男女共同参画会議と協力しつ
つ、男女共同参画社会づくりに向けての国民的な取組を推進するた
め、有識者18人と民間・NPO等の団体から推薦された議員98人
（平成28年８月現在）からなる「男女共同参画推進連携会議」を
平成８年９月に設置した。また、男女共同参画をめぐる個別具体的
な課題の解決に向け、積極的な活動を行うため、平成27年10月より
「女性の起業支援チーム」を連携会議内に組織した。

「女性の起業支援チーム」において、関係府省庁や地方自治体、関係団体等と連
携しつつ、チーム構成団体のネットワーク等を通じ、女性起業家の優れた取組事例
や、女性起業支援制度等に関する情報を収集し、共有・発信することで、構成団
体関係者の理解促進とともに、団体同士の連携推進や女性の起業に必要な支
援策等について検討している。また、収集した事例・情報について、対外的に積極
的な情報発信に努めることとしている。

19,541 - 19,491 - - - - - 3-5
10-1

5  その他の分野における女性の参画拡大

の内数の内数

の内数の内数
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第３分野　雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和
１　Ｍ字カーブ問題の解消等に向けたワーク・ライフ・バランス等の実現

「ふるさとテレワー
ク推進事業」

「ふるさとテレワー
ク推進事業」

720,965 - 629,848 ▲ 91,117

＋
「地域情報化の
推進（本省）」

117,999
の内数

＋
「地域情報化の
推進（本省）」

96,531
の内数

-

8 Ⅰ 1 (3) ①

厚
生
労
働
省

「多様で安心
できる働き方」
の導入促進
事業

　テレワークを導入することは、企業の生産性向上や雇用創出に結び
付くものであるが、テレワークによる働き方が、労働者の勤務時間帯と
日常生活時間帯が混在したものとなるなどの理由から、事業主がテレ
ワークの導入をためらうことが多い。
　また、育児・介護等の理由によって、職場での就労が困難となるおそ
れがある者にとって、テレワークによる働き方が有効であるにも拘わらず、
個人に対する情報提供、実感を持てる機会の提供等が十分でない。
　さらには、平成20年度に策定された「情報通信機器を活用した在
宅勤務の適切な導入及び実施のためのガイドラインの改訂について」
以降、ICTの技術革新が急速に進化し、職場との連絡にスマホや端
末タブレットを使用する例が日常的となっている。
　このため、事業主にはテレワーク中の労務管理の方法について、ま
た、労働者にはテレワークに係る労働関係法令についての理解の促進
を図る必要がある。

①在宅勤務ガイドラインを見直し、新たに在宅勤務以外の形態のテレワークにも対
応した「テレワークガイドライン」を策定するための検討を行う。

②労働者向けシンポジウムにおいて、テレワークに係る労働関係法令等の講義やテ
レワークによる働き方の体験を目的とした事業を行う。

20,209 - 22,457 2,248 - - - - １－１

①住居地に近いサテライトオフィスでの働き方は、育児の時間を必要とする子育て
世代にとって仕事との両立が図られるなどメリットがあることから、サテライトオフィスで
のテレワークに関するモデル事業を実施する（平成２９年度からの新規事
業。）。

- -

②仕事と治療との両立を図っていくという新たな課題に対応するため、入院患者や
通院患者には仕事の継続や復帰に関するニーズや課題等を把握・分析し、円滑
な職場復帰を支援していくため、院内職場復帰支援コーナーを設置して運営する
パイロット事業を実施する（平成２９年度からの新規事業。）。

③サテライトオフィス等での適正な労務管理下における良質なテレワークの推進のた
め、推進手段や方策等を十分検討するための場として「テレワーク普及促進委員
会」を設ける（平成２９年度からの新規事業。）。

- -

10 Ⅰ 1 (3) ①

厚
生
労
働
省

テレワーク宣
言応援事業

　テレワークによる働き方は、時間と場所を有効に活用できる柔軟な働
き方を可能とすることから、ワーク・ライフ・バランスや育児・介護等との両
立を実現するものであり、また、企業がテレワークを導入することによっ
て、企業の生産性向上や雇用創出に結び付くものであるため、良質な
テレワークの普及・促進をはかる。

  　産業界に影響がある大企業のトップが、テレワークによる働き方の実現を宣言
（以下「テレワーク宣言」という。）し、適正な労務管理下における良質なテレワー
クを導入する取組を実施する。取組の内容をホームページやセミナーを通じて広く世
の中に周知し、産業界に良質なテレワークの導入促進の波及効果をもたらす（平
成２９年度からの新規事業。）。

- -

（通し番号
11）「テレワーク
の普及促進に向
けた気運の醸
成」の中で実施

- - - - - １－１

①

厚
生
労
働
省

テレワーク等の
普及促進事
業

（※「『仕事
と子育てを支
援する』サテラ
イトオフィスを
活用したモデ
ル事業」から
施策名を変
更）

テレワークは、「世界最先端IT国家創造宣言」（平成28年5月20日
閣議決定により改定）、等の閣議決定において、地方創生、女性活
躍等の観点から、その活用を盛り込んでいる。
テレワークについては、その推進が求められているところであるが、他方
で、在宅で勤務を行うことで、過重労働の要因となる長時間労働につ
ながりやすいことや、企業の労務管理が煩雑となるといった課題もある
ため、適正な労務管理下における良質なテレワークを普及促進してい
く必要がある。
また、新たな課題として、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年6
月2日閣議決定）においては、一億総活躍を実現するためには、がん
患者等が、希望や能力、疾病の特性等に応じて最大限活躍できる環
境を整備することが必要であり、治療と職業生活の両立支援に取り組
むこととされた。

- - １－１6 Ⅰ 1 (3) ①
総
務
省

9 Ⅰ 1 (3)

- -

ふるさとテレ
ワーク推進事
業（地域情
報化アドバイ
ザー派遣事
業を含む）

　「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成２８年５月２０日閣
議決定）において「テレワークによるワークライフバランスの推進、業務
効率化、生産性向上、地方創生等の観点から、関係府省庁におい
てテレワーク導入の課題を共有し、課題解決に資するよう各種テレワー
ク推進施策の連携を図りつつ効果的な措置を検討」するとされており、
「経済財政運営と改革の基本方針２０１６」（平成２８年６月２
日閣議決定）、「日本再興戦略２０１６」（平成２８年６月２
日閣議決定）及び「ニッポン一億総活躍プラン」（平成２８年６月
２日閣議決定）等の政府方針において、テレワークの推進が挙げられ
ていることから、テレワークの導入促進を行う。

人や仕事の地方への流れを促進するふるさとテレワークの全国への拡大・定着を図
るため、引き続き、ふるさとテレワークを導入する全国の自治体等に対して、導入経
費の補助を行うと同時に、共通基盤の拡充等を通じてふるさとテレワークの更なる
普及促進を行う。
また、一億総活躍社会の実現に向けて、ＩＣＴを活用した、時間や場所を有効に
活用できる柔軟な働き方を可能とするテレワークの普及を推進するため、セミナー開
催やイベントへの出展、先進事例の収集・広報のほか、セキュリティガイドラインの更
新、専門家派遣など、企業等におけるテレワークの導入支援を行う。

１－１- - - - -351,122
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28年度
当初予算

28年度
二次補正

予算

29年度
予算

対28年度
増減額

その他第4次
男女共同参
画基本計画
と関係する分
野・大項目

項　目
（注2）

政策手段

関係予算（千円）
法令・

制度改正
税制改正

要望
機構定員

要求
その他

通
し
番
号

（注1）

担
当
府
省

該当施策名 施策の背景・目的（注3）
当該施策の概要（注3）

①労務管理上の留意点・ＶＤＴ作業における留意点等について周知するための
セミナーを開催する。（平成２８年度は、全国主要都市で計６回開催。）

②テレワークを導入する先進企業等に対し表彰を行い、その取組を企業向けのシン
ポジウム等を通じて広く周知する。 25,302 -

③産業界に影響がある企業のトップが、テレワークによる働き方の実現を宣言し、適
正な労務管理下における良質なテレワークを導入する取組を実施する。取組の内
容をホームページやセミナーを通じて広く世の中に周知し、産業界に良質なテレワー
クの導入促進の波及効果をもたらす（平成２９年度からの新規事業。）。

- -

12 Ⅰ 1 (3) ①

厚
生
労
働
省

テレワーク相
談センター等
の設置

　テレワークは時間と場所を有効に活用できる柔軟な働き方を可能と
するものであり、地方創生、女性活躍等の様々な観点から、その推進
が求められているものである。
　一方で、テレワークという働き方は、長時間労働につながりやすいこと
や、企業の労務管理が煩雑となるといった課題もあるため、適正な労
務管理下における良質なテレワークを普及・促進していく必要がある。

①テレワークの導入・実施時における労務管理上の課題等について、相談に応える
相談センターを設置する。

②テレワークの導入を検討する企業に対し、労務管理等に関する訪問によるコンサ
ルティングを実施する。

③東京圏において、「テレワーク推進センター」（仮称）を設置し、東京都の施策と
連携し、テレワーク導入企業数の拡大を図る。

40,756 - 55,775 15,019 - - - - １－１

13 Ⅰ 1 (3) ①

厚
生
労
働
省

職場意識改
善助成金
（テレワーク
コース）の支
給

 企業のテレワーク導入率等を調査する総務省の通信利用動向調査
によれば、資本金１千万円未満の企業におけるテレワーク導入率は
平成26年において2.5％、平成27年において11.8％と低調である。
こうした、テレワークの導入に資金面で苦慮する中小企業について、本
事業により支援を行う。

　労働時間等の設定の改善及び仕事と生活の調和の推進のため、終日、在宅ま
たはサテライトオフィスにおいて就業するテレワークに取り組む中小企業事業主に対
して、その実施に要した費用の一部を助成する。

154,800 - 72,000 ▲ 82,800 - - - - １－１

14 Ⅰ 1 (3) ①

厚
生
労
働
省

在宅就業対
策の推進

　在宅就業（在宅ワーク）は、育児や介護等により就業機会が制約
されやすい者にとって、時間や場所にとらわれることなく、それぞれの事
情に合わせて柔軟に働くことができる就業形態である。
　在宅就業について、企業への在宅就業の活用を推進するとともに、
在宅就業者が適正な就業条件で安心して在宅就業に従事できるよ
う環境整備を行う。

・在宅就業の契約に係る紛争を未然に防止し、在宅就業を良好な就業形態とす
るため、契約締結の際に守るべきルールとして定めているガイドラインの周知・啓発を
行う。

・在宅就業者、発注者等に対する総合支援サイト等を活用した情報発信、発注
検討企業に向けたコンサルティングの実施、モデル事例の作成を実施するとともに、
在宅就業の在り方について検討等を行う。

37,197 - 36,269 ▲ 928 - - - - １－１

15 Ⅰ 1 (3) ①

総
務
省
・
厚
生
労
働
省
・
国

土
交
通
省
・
経
済
産
業
省

テレワーク

女性や高齢者の活躍による労働力の拡大、大都市への一極集中の
是正による地方での雇用拡大等のため、ICTを活用し、時間や場所を
有効に活用できる柔軟な働き方であるテレワークの推進が求められて
いる。
　「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成２８年５月２０日閣
議決定）でも、「テレワークによるワークライフバランスの推進、業務効
率化、生産性向上、地方創生等の観点から、関係府省庁においてテ
レワーク導入の課題を共有し、課題解決に資するよう各種テレワーク
推進施策の連携を図りつつ効果的な措置を検討」するとされており、
当該施策においても、テレワークの促進に寄与することを目的とする。

総務省・厚生労働省・国土交通省・経済産業省（４省庁）で連携し、普及・啓
発活動を行う。
・テレワーク推進フォーラムの開催
・テレワーク関係府省連絡会議の実施　等

- - - - - - -

予算事業ではな
いが、関係省庁と
連携し、今年度
からテレワーク関
係府省副大臣連
絡会議を開催す
るなどテレワークの
更なる振興のた
めに、取り組んで
いる。

16 Ⅰ 1 (3) ①

国
土
交
通
省

ICTを活用し
た働き方改革
とまちづくりとの
連携に関する
検討
（テレワークの
導入促進）

ニッポン一億総活躍社会の実現、少子化対策に向け、都市行政の分
野においても、まちづくりと連携した柔軟な働き方や女性の活躍促進な
ど働き方改革の推進、子育てしやすいまちづくりを推進する必要があ
る。

場所にとらわれない柔軟な働き方であるテレワークの推進に向け、テレワーク従事者
の実態把握や、テレワークとまちづくりとの連携に関する調査を行い、働き方改革に
対応した都市施策への活用を検討する。

25,000 - 25,000 0 - - - -

①(3)1Ⅰ

　テレワークは時間と場所を有効に活用できる柔軟な働き方を可能と
するものであり、地方創生、女性活躍等の様々な観点から、その推進
が求められているものである。
　一方で、テレワークという働き方は、長時間労働につながりやすいこと
や、企業の労務管理が煩雑となるといった課題もあるため、適正な労
務管理下における良質なテレワークを普及・促進していく必要がある。

11

厚
生
労
働
省

テレワークの普
及促進に向け
た気運の醸成

49,742 24,440 - - - - １－１
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28年度
当初予算

28年度
二次補正

予算

29年度
予算

対28年度
増減額

その他第4次
男女共同参
画基本計画
と関係する分
野・大項目

項　目
（注2）

政策手段

関係予算（千円）
法令・

制度改正
税制改正

要望
機構定員

要求
その他

通
し
番
号

（注1）

担
当
府
省

該当施策名 施策の背景・目的（注3）
当該施策の概要（注3）

19 Ⅰ 1 (5) ②

厚
生
労
働
省

育児・介護休
業法施行規
則等の改正

○　改正育児・介護休業法の施行のために、新たに厚生労働省令で
定めるべきとされた事項や事業主が講ずべき措置等についての指針を
定める必要があるため、育児・介護休業法施行規則等の改正を目的
とする。

省令については、子の看護休暇を１日未満単位で取得することが可能となることに
伴う所要の規定の整備、職場における育児休業等に関する言動に起因する問題
に関する雇用管理上の措置の新設に伴う所要の規定の整備等を行った。
指針については、有期契約労働者の育児休業等取得要件に関する事項、子の看
護休暇及び介護休暇に関する事項、育児休業又は介護休業をする労働者が雇
用される事業所における労働者の配置等の雇用管理に関して必要な措置を講ず
るに当たっての事項等を定めた。

- - - -

省令及び指針を
改正し、平成29
年１月１日から
施行。

- - -

20-1 Ⅰ 1 (5) ②

厚
生
労
働
省

〇中小企業及び中小企業で働く労働者の状況に応じた「育休復帰支援プラン」
及び「介護支援プラン」の策定・利用を支援
・「育休復帰支援プラン」モデルを周知し、その普及促進を図る。
・「仕事と介護の両立支援事業」において作成した「介護支援プラン」モデル等を周
知し、その普及促進を図る。
・個々の事業主の状況に応じたプランの策定支援を行うプランナー（育休復帰及
び介護）を養成し、プランナーによる事業主のプラン策定支援を行う。

367,962 - 338,984 ▲ 28,978 - - - -

20-2 Ⅰ 1 (5) ②

厚
生
労
働
省

〇中小企業への助成金支給
　プランの策定を行い、対象労働者が育児休業を取得・復帰した場合に、助成金
を支給する。

807,900 - 2,956,600 - - - - -

22
Ⅰ 1 (5) ④

厚
生
労
働
省

両立支援等
助成金（介
護離職防止
支援コース）

年間約10万人の労働者が家族の介護や看護を理由として離職し、
企業にとって大きな損失となっている。
このような状況の中、「新・三本の矢」（平成27年10月７日閣議決
定）において、「『介護離職ゼロ』の実現を目指」し、「仕事と介護が両
立できる社会づくりを加速する」とされており、仕事と介護の両立は政
府が掲げた喫緊の課題となっている。
以上から、労働者の仕事と介護の両立支援を推進するため、「介護
支援取組助成金」及び「育児・介護支援プランコース」を整理・統合
し、仕事と介護の両立を総合的に支援する助成金として見直しを行
い、介護離職ゼロの実現を目指す。

厚生労働省が策定した「介護離職を予防するための両立支援対応モデル」に基づ
く取組により仕事と介護の両立に資する職場環境を整備し、「介護支援プラン」の
策定・導入により円滑な介護休業取得・職場復帰をした労働者や介護のための所
定外労働の免除制度等の利用者が生じた事業主に支給する。

- 1,010,600 1,233,700 - - - - -

23 Ⅰ 1 (5) ④

厚
生
労
働
省

仕事と介護の
両立支援事
業

平成27年10月７日に閣議決定された「基本方針」における「新・三
本の矢」においては、「介護離職ゼロ」の実現を目指し、仕事と介護が
両立できる社会づくりを加速することとされたことから、介護離職の未然
防止と介護を行っている労働者の継続就業を促進する。

平成27年度に改訂した「仕事と介護の両立支援対応モデル」の普及促進を図ると
ともに、育児と異なり、急な対応が必要となることが多く、介護を行う期間・方策も
様々であるという介護の特質を踏まえ介護に直面し、休業を取得する労働者が発
生した場合の企業の対応モデルとなる「介護支援プラン」モデルを構築し、その周知
を図る。また、労働者に対しては、仕事と介護を両立するための仕組みを活用して
就業継続している事例を収集し、周知する。

52,794 - 55,814 3,020 - - - -

122 Ⅲ 1 (2) ②
内
閣
府

国家戦略特
別区域家事
支援外国人
受入事業

「国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業」は、国家戦略特
区の区域内において外国人材が炊事、洗濯、掃除、買物等の家事
支援サービスを提供することにより、女性の活躍推進や家事支援ニー
ズへの対応等を図ることを目的に実施するもの。

本事業は、「国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業」を定めた区域計画
が内閣総理大臣に認定された場合に、国と地方自治体とで構成する第三者管理
協議会による管理体制の下、受入企業に雇用され利用世帯において家事支援
サービスを提供する外国人材の入国、在留を認めるもの。 - - - - - - - 国家戦略特別区

域計画の認定

123 Ⅲ 1 (2) ②

厚
生
労
働
省

民間人材サー
ビス活用検討
事業（家事
支援サービス
分野）

  共働き世帯の増加により、家事支援サービスのニーズは増加している
が、サービスの利用が普及していな　い。一方で、家事支援サービスの
担い手は人手不足状況にある。その背景には、求人者側において、家
事支援サービスの利用モデル・料金等のイメージが知られていないこと
等、求職者側においては、他人の家庭に入っていくことへの抵抗感や、
比較的高い賃金水準であることが知られていない等の要因が考えられ
る。
　こうした家事支援サービスの需要側・供給側それぞれが、十分に顕
在化していない要因について調査分析を行うとともに、ミスマッチの原
因、解決方法を検討した上で、その結果を民間人材サービスの更なる
工夫等に活用し、労働市場における需給のミスマッチの解消及び働く
女性の家事負担軽減を図る。

  平成28年度は、家事支援サービス利用者・未利用者等に対する調査を実施
し、調査結果の分析・検討の結果を踏まえたパンフレット等を作成し、これらを活用
したガイダンス等を開催。
　平成29年度は、家事支援サービス事業者へヒアリングを行い、家事支援サービス
利用の好事例集とハンドブックを作成、全国の民間人材サービス事業者等への説
明会及びガイダンスを開催する。

21,270 - 21,249 ▲ 21 - - - -

中小企業にお
ける育児・介
護支援プラン
導入プログラ
ム事業

平成27年３月20日に閣議決定された「少子化対策大綱」において、
育休復帰支援プランによる支援及び助成金を支給することにより、労
働者の円滑な育休取得・職場復帰を図ることとしている。
また、平成27年10月７日に閣議決定された「基本方針」における
「新・三本の矢」においては、「介護離職ゼロ」の実現を目指し、仕事と
介護が両立できる社会づくりを加速することとされたことから、中小企業
における育児休業・介護休業の取得及び円滑な職場復帰による継
続就労支援を行う。

の内数の内数
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し
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担
当
府
省

該当施策名 施策の背景・目的（注3）
当該施策の概要（注3）

２　雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保対策の推進

３　ポジティブ・アクションの推進等による男女間格差の是正

17 Ⅰ 1 (4)
①
②
③

内
閣
府

公共調達等
を活用した
ワーク・ライフ・
バランス等推
進の加速

   「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年
法律第64号）第20条において、国は、国及び公庫等の調達に関
し、予算の適正な使用に留意しつつ、同法に基づく認定を受けた企業
等の受注の機会の増大等を実施すると規定。同法第20条第２項に
おいて、地方公共団体は、国の施策に準じて必要な施策を実施する
ように努めるものとされている。また、同法第20条に基づき、「女性の活
躍推進に向けた公共調達及び補助金に関する取組指針」（平成28
年３月22日すべての女性が輝く社会づくり本部決定）を策定した。
   これらに基づき、国や独法等の調達においては、価格以外の要素を
評価する調達（総合評価落札方式及び企画競争方式）を行う時
は、契約の内容に応じて、ワーク・ライフ・バランス推進企業（女性活
躍推進法等に基づく認定取得企業等）を加点評価することとしてお
り、 この取組を地方公共団体、東京オリパラ関連、民間企業等へ広
めることにより、働き方改革を進める企業のインセンティブとして、女性
活躍の前提となるワーク・ライフ・バランスの推進を加速していくことを目
的とする。

【H28年度二次補正予算】
○調達に関する民間企業等の状況調査の実施
　 調達を通じたワーク・ライフ・バランス等の推進の取組に関する民間企業等の状
況を調査・公表することにより、取組の加速を図る。

【H29年度予算案】
○調達を活用したワーク・ライフ・バランス等推進の取組の情報発信
　 女性活躍推進法サイトを拡充し、独法等、地方公共団体等の公共調達の好
事例や、WTO対象事業に係る外国法人の情報公表など、調達を通じたワーク・ラ
イフ・バランス等推進の取組を情報発信する。
○調達を活用したワーク・ライフ・バランス加速調査研究
   国・地方公共団体等における公共調達（配点事例、効果等の分析・検証、好
事例の収集等）の事例調査を行う。

- 7,461 7,167 - - - - -

1-4
2-4
5-1
6-3
10-5

47 Ⅰ 2 (5) ④
内
閣
府

女性役員情
報サイトの開
設

　女性の活躍推進は我が国の持続的成長のために不可欠であり、女
性が企業の責任ある地位で活躍することは、人材の多様性がイノベー
ションを生むなど、企業の競争力強化にもつながる。
　日本銀行において、設備・人材投資に積極的に取り組んでいる企業
の株式を対象とするＥＴＦ（指数連動型上場投資信託）の買入
れが開始されたことも踏まえ、企業における女性役員数・比率や資本
市場における女性活躍に係る情報を掲載した「女性役員情報サイト」
を開設することで、女性の活躍に積極的な企業が資本市場で評価さ
れるような取組を促進する。

　上場企業における女性役員の状況（男女別の平均役員数、平均女性役員比
率）、資本市場における女性活躍に係る情報等を掲載した「女性役員情報サイ
ト」を開設し、女性役員に関する情報提供の充実を図る。

- - - - - - -

内閣府男女共同
参画局ＨＰ内に
上場企業におけ
る女性役員の状
況（男女別の平
均役員数、平均
女性役員比率）
等を掲載するサイ
トを開設。

2-4

72 Ⅰ 2 (10) ④

国
土
交
通
省

建設業におけ
る女性活躍の
推進
(建設業にお
ける女性の入
職・定着の促
進)

建設業においては、従事者の高齢化や若年入職者の減少等により、
将来の担い手の育成・確保が喫緊の課題となっている。こうした状況
下、建設業での女性の活躍は、業界に新たな活力や刺激をもたらす
ほか、性別を問わずあらゆる世代に対して業界の魅力を高め、担い手
育成・確保に向けた原動力となるような好循環が期待される。このた
め、女性の更なる活躍を国内人材育成・確保策の柱の一つに位置づ
け、業界の全体の活性化と将来の担い手育成・確保を図る必要があ
る。
　平成26年８月に官民共同で策定した「もっと女性が活躍できる建
設業行動計画」を受け、５年以内の女性倍増を目指し、官民挙げた
様々な取組が実施されているところ。

「もっと女性が活躍できる建設業行動計画」を踏まえ、官民が連携して女性技術
者・技能者の５年以内の倍増を目指す。平成29年度予算案において、建設業に
おける女性活躍については、建設業界における女性の継続的な受入体制の醸成
のための支援や、女性の入職促進のための情報発信等を行う。

55,000 - 49,500 - - - - -

73 Ⅰ 2 (10) ④

国
土
交
通
省

自動車運送
事業等におけ
る人材の確
保･育成等に
向けた普及啓
発活動

自動車運送事業等の就業構造は、中高年層の男性労働力に依存
した状態であり、女性の就労者が少ない状況にあることから、女性の新
規就労・活躍を促進することが必要。

①タクシーにおける女性ドライバーの新規就労・定着に取り組む事業者を認定し、
認定事業者を国土交通省HPで紹介する等

②トラガール促進プロジェクトサイト（国土交通省ＨＰ）を通じた情報発信・普及
啓発

③自動車関係団体で構成される自動車整備人材確保・育成推進協議会と連携
して、女性も訴求対象としたPRポスター等による自動車整備士のPR活動を実施

91,390 - 99,161 - - - -

①「女性ドライ
バー応援企業」
認定制度
②ＨＰでの情報
発信・普及啓発
③官民が協力し
た自動車整備の
PR活動の推進

の内数

の内数の内数
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当
府
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74 Ⅰ 2 (10) ④

国
土
交
通
省

i-
Constructio
nの推進

建設現場においては技能労働者約340万人のうち、約110万人が
10年間で離職することが予想されている。労働力が減少し続けるとし
ても、経済成長を続けていくため生産性を向上させることが必要であ
り、調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までのあらゆる
建設生産プロセスにおいて抜本的に生産性を向上させるためにi-
Constructionを推進する。

・測量・施工・検査等の全プロセスでICTを活用し、建設現場の生産性の向上を
図るとともに、「賃金水準の向上」、「安定した休暇の取得」、「安全な現場」、「女
性や高齢者等の活躍」など、建設現場の働き方革命を実現を目指す。
・ICT土工等のトップランナー施策（ICTの全面的な活用、全体最適の導入、施
工時期の平準化）の着実な推進をはじめ、土工以外へのICTの導入、コンソーシ
アムを通じた研究開発の推進、地方公共団体発注工事への普及促進等に取り組
む。

－ 59,940 301,804 - - - 本省、地方整
備局等に19名 -

75 Ⅰ 2 (10) ④

国
土
交
通
省

造船業におけ
る人材の確
保、育成

背景：
・造船業は、国内立地型の輸出産業として我が国経済を支えるととも
に、裾野の広い労働集約型産業として地域の雇用と経済を支える重
要な産業。近年、高性能・高品質の日本建造船への回帰によって、
世界の新造船受注シェアを回復。
・世界の新造船建造シェア3割の獲得（生産量7割増）による輸出
拡大と地方創生を目指す「海事産業の生産性革命（i-
shipping）」を実現するためには、現場生産性の向上等に加え、人
材の確保・育成が不可欠。
・造船業には女性が活躍できる職域が多くあるものの、力仕事のイメー
ジが強く、他業種に比べ女性比率が低い。一億総活躍社会の実現に
向け、地方における女性の社会進出推進のために、造船業の貢献が
期待。

目的：
・造船業における人材の確保・育成の取組みを推進することにより、造
船業の持続的な発展と地域経済・雇用の拡大を図る。

・女性を含む造船業を目指す若者の拡大を図るため、地域中小造船が連携したイ
ンターンシップの推進、魅力ある新教材の作成等教育体制の改革強化の取組を
推進し、それぞれの成果を地域で普及させる。

88,000 - 87,499 - - - -

交通政策審議会
において、平成
28年6月3日に
答申｢海事産業
の生産性革命
（i-Shipping）
による造船の輸
出拡大と地方創
生のために推進
すべき取組につい
て｣がとりまとめら
れた。その中で、
女性活躍促進等
の環境整備を推
進することとされて
いる。

４　非正規雇用労働者の処遇改善、正社員への転換の支援

1 Ⅰ 1 (1) ①

厚
生
労
働
省

非正規雇用
労働者の待
遇改善支援
事業（仮
称）

平成28年６月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」におい
て、「女性や若者などの多様で柔軟な働き方の選択を広げるために
は、我が国の労働者の約４割を占める非正規雇用労働者の待遇改
善は、待ったなしの重要課題である。我が国の非正規雇用労働者に
ついては、例えば、女性では、結婚・子育てなどもあり、30代半ば以
降、自ら非正規雇用を選択している人が多いことが労働力調査から確
認できるほか、パートタイム労働者の賃金水準は、欧州諸国において
は正規労働者に比べ２割低い状況であるが、我が国では4割低くなっ
ている。再チャレンジ可能な社会をつくるためにも、正規か、非正規かと
いった雇用の形態にかかわらない均等・均衡待遇を確保する。そして、
同一労働同一賃金の実現に踏み込む。」とされている。

「非正規雇用労働者待遇改善支援センター（仮称）（※）」を設置し、
　・労務管理の専門家を常駐させ、電話相談等に応じる
　・労務管理の専門家が直接事業所を訪問したうえで、待遇改善に向けた改善計
画を策定するなどのコンサルティングを行う
　・各地域でセミナーを実施する
　といった取組を行うことを予定している。
※民間事業者への委託により、47都道府県に設置。

- - 694,146 - - - - -

2 Ⅰ 1 (1) ①

厚
生
労
働
省

キャリアアップ
助成金の拡
充

非正規雇用で働く方のうち、約８割は多様な働き方として非正規雇
用を自ら選択している。しかし、不本意ながら非正規雇用で働く方がい
るのも事実であり、正社員を希望する方々については正社員転換を推
進するとともに、非正規雇用を選択する方々について待遇改善を進め
ることが重要である。

事業所内に、有期契約労働者等の雇用管理の改善を行う「キャリアアップ管理
者」を配置し、事業主が作成する「キャリアアップ計画」に基づき、いわゆる非正規雇
用労働者のキャリアアップを行った場合に助成金を支給する（正社員化支援、人
材育成支援、処遇改善支援の3つのメニューに分かれている）。
29年度は、非正規雇用労働者の正社員転換・待遇改善を一層進めるため、
① 　有期契約労働者等を多様な正社員に転換した場合であっても、正規雇用労
働者に転換した場合と同じ助成額とする制度改正
② 　有期契約労働者等と正社員との共通の諸手当制度を規定・適用した場合
の助成制度の創設
などを行うこととしている。

41,045,208 - 67,007,503 - - - - -

の内数の内数

の内数の内数
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3 Ⅰ 1 (1) ①

厚
生
労
働
省

パートタイム労
働対策の推
進

　パートタイム労働者は雇用労働者全体の約３割を占め、基幹的な
働き方をする者も増加しており、我が国の経済に果たす役割の重要性
も増大している。パートタイム労働は就業時間に制約のある者が従事
しやすく、自らその働き方を選択している者も多い一方で、現状では待
遇が働きや貢献に見合っていない場合もあり、均等・均衡待遇の一層
の確保が求められる。また、非自発的にパートタイム労働に就く者も存
在することから、パートタイム労働者の希望に応じて、正社員への転換
も含むキャリアアップが図られることが必要である。
　本施策では、パートタイム労働者を雇用する事業主等に対し、均
等・均衡待遇の確保、パートタイム労働者の希望に応じた正社員への
転換及びキャリアアップの一層の推進を図るための取組を実施する。

・パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保等を推進するとともに、正社員転換
推進の措置を徹底するため、パートタイム労働法の周知・指導等により、同法の着
実な履行確保を図る。

・パートタイム労働者と正社員の均衡の取れた賃金決定を促進するため、職務分
析・職務評価の導入支援・普及促進を行う。また、パートタイム労働者の活躍推
進への取組を積極的に進める企業を表彰し、その取組を広く発信するとともに、人
事評価等の制度整備に取り組む事業主を支援する。

691,642 - 709,995 18,353 - - - -

54 Ⅰ 2 (6) ①

厚
生
労
働
省

教育訓練給
付金（専門
実践教育訓
練）

非正規雇用労働者である若者等がキャリアアップ・キャリアチェンジし安
定的に働くことができるよう、教育訓練給付（受講費用の２割を支
給、給付上限10万円）を拡充し、中長期的なキャリア形成に資する
専門的・実践的な職業能力の習得を支援する。

　被保険者である者又は被保険者でなくなってから１年以内にある者が、厚生労
働大臣の指定する教育訓練を受ける場合に、訓練費用の一定割合を給付するも
の。

支給要件：被保険者期間10年以上（初回の場合は２年以上）で、当該訓練
開始日前10年以内に教育訓練給付金を受給したことがないこと。
給付水準：教育訓練に要した費用の40％相当額（上限年間32万円）を、受
講状況が適切であることを確認した上で、６か月ごとに支給。加えて、訓練修了後
１年以内に、資格取得等し、被保険者として雇用された又は雇用されている場合
には、当該教育訓練に要した費用の20％相当額（上限年間16万円）を追加
支給。
対象訓練：専門的・実践的であると認められる訓練について指定。

9,566,160 - 8,681,478 ▲ 884,682 - - - -

５　再就職、起業、自営業等における支援

53 Ⅰ 2 (6) ①

厚
生
労
働
省

労働者等の
キャリア形成・
生産性向上
に資する教育
訓練開発プロ
ジェクト

人口減少局面を迎える中、労働者一人一人の労働生産性向上が
不可欠であるため、出産・育児から職場復帰を図る女性や非正規雇
用の若者等のキャリア形成上の課題解決を通じた労働者等のキャリア
アップ、ひいては生産性向上に資する教育訓練プログラムについて、産
業界との連携や職業能力評価基準の活用等を通じて開発・普及し、
専門実践教育訓練給付制度における継続的な活用を図る。

キャリア形成上の課題の解決を通じた労働者のキャリアアップに資する教育訓練プロ
グラムについて、以下の方法により産業界との連携や職業能力評価基準の活用等
を通じて開発する。

●教育訓練機関に対し、以下の対象者・分野を設定した教育訓練プログラムの開
発を委託
　（計10プロジェクト）
　・非正規雇用から正規雇用への転換を図る若者等
　・出産・育児からの職場復帰（キャリアアップ）を図る女性
　・生産性向上のための高度IT人材育成、中高年のキャリアアップ　等
●1プロジェクト当たり年間2千万を上限として、最大３年間委託
●成果（カリキュラム等）は、全国の教育訓練機関に展開し、専門実践教育訓
練給付制度の対象プログラム等として、継続的に活用

- - 161,159 - - - - - 3-4

55 Ⅰ 2 (6) ②

厚
生
労
働
省

マザーズハロー
ワーク事業

本格的な人口減少時代に対応し、活力ある社会を維持するために、
女性労働力の活用、特に出産・子育て等で離職した者への再就職
支援が喫緊の課題となっている一方、「就業構造基本調査」では、就
業を希望しながら求職活動を行っていない12歳未満の子どもを持つ女
性が約137万人いると推計されており、そのような子育て女性等の再
就職を促進する。

子育て中の女性等を対象に、子ども連れでも来所しやすい環境を整備するととも
に、担当者制によるきめ細かな職業相談やそのニーズを踏まえた求人の確保等、再
就職に向けた総合的かつ一貫した支援を行っている。

3,029,437 - 3,345,837 316,400 - - - -

56 Ⅰ 2 (6) ②

厚
生
労
働
省

職業訓練受
講者に対する
支援の強化

雇用情勢が着実に改善する状況において、すべての人が活躍できる社
会を実現するため、安定した雇用に就くことを求める方々に対する能力
開発機会を提供することが重要であり、特に育児等を機に離職した女
性は、雇用から離れていた期間があるため、再就職のための能力開発
が必要となる。
このため、訓練受講を希望する子育て女性等への支援を強化するた
め、マザーズハローワークにおける訓練関係業務のワンストップ化するほ
か、訓練の受講を育児との両立が困難なことを理由に諦めることになら
ないよう、求職者支援制度の運用の見直しを実施する。

子育て女性等の就職可能性を高めるため、マザーズハローワーク（21所））に訓
練専門の就職支援ナビゲーター等を配置し、職業訓練情報の提供、受講の申込
み等の受講のあっせん機能を強化するとともに、職業訓練受講給付金の支給、訓
練終了者に対する就職支援までをワンストップで実施する。
また、子育て女性等が再就職に向けた訓練を受けやすくなるよう、訓練受講要件
の緩和等の関連制度の運用の見直しを実施する。 159,665 - 239,367 79,702

求職者支援制
度業務取扱要
領を改正し、29
年４月から実施
予定

- - -
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57 Ⅰ 2 (6) ②

厚
生
労
働
省

公的職業訓
練におけるe
ラーニング手
法の導入に向
けた調査検証

 eラーニングは、育児等により家庭的に制約を抱える親等にとって、利
用しやすい職業能力開発施策の有望なツールの一つとなる可能性が
ある。他方、受講状況確認手法が確立されておらず、また中断率が非
常に高いといった課題があり、eラーニングを公的職業訓練と位置づけ
て実施する状況が整っていない状況にある。
 このため、eラーニングにおける受講確認方法等、公的職業訓練として
の実施に当たっての課題について、具体的方策を検討し、実際に検証
することにより、公的職業訓練への活用方策を検討する。

 ひとり親家庭の親等家庭的制約を抱える者等の求職者に対するeラーニングの試
行的実施及び効果的な受講確認方法等の検証を行う。

(取組状況)
平成28年5月に実施通達を発出、9月に有識者による検討委員会を立ち上げ、
11～1月に試行訓練を実施する。平成28年度末に、公的職業訓練への導入可
能性を検討した結果報告書をとりまとめる予定。

67,674 - - - - - - -

58 Ⅰ 2 (6) ②

厚
生
労
働
省

公的職業訓
練における託
児サービス支
援付き訓練
コースや短時
間訓練コース
の推進

 少子高齢化が進み労働力不足が懸念される我が国において、女性
が活躍できる社会の実現が重要な課題となっており、公的職業訓練に
おいて、結婚・出産・育児等を機に離職した女性が再就職できるよう、
育児と能力開発の両立を支援する取り組みを推進する必要がある。
子育て中の女性が職業訓練を受講できるよう、託児サービス支援付き
の訓練コースを提供するとともに、１日の訓練時間数を短く設定した
短時間訓練コースの設定等を促進する。

 公的職業訓練において、託児サービス支援付きの訓練コース及び短時間訓練
コースの設定等を促進する。

(取組状況）
・託児サービス支援付きの訓練コースについて、公共職業訓練において委託訓練で
は平成22年度から、施設内訓練では平成27年度から実施
・短時間訓練コースについて、公共職業訓練において平成27年度から実施
・求職者支援訓練においては、両コースを平成28年10月から実施予定

837,627 - 754,440 ▲ 83,187

求職者支援訓
練において、託
児サービス支援
付きの訓練コー
ス及び短時間訓
練コースを平成
28年10月から
実施。

- - -

59 Ⅰ 2 (7) ①
②

経
済
産
業
省

女性起業家
支援体制の
充実

平成２４年１２月に発足した第二次安倍内閣以降、「女性活躍」
を政府の最重要政策の一つと位置付け、成長戦略の一環として、
様々な取組を進めてきたところ。「女性活躍加速のための重点方針２
０１５（平成２７年６月２６日「すべての女性が輝く社会づくり本
部」決定）には、「女性が起業を通じてその個性と能力を発揮できるよ
う、地域における金融機関、創業・産業支援機関、地元企業、起業
経験者等の様々な関係者が連携し、女性の起業を支援する体制を
整備する」ことが掲げられている。

経済産業省では、女性の起業を支援するため、地域の金融機関や産業・創業支
援機関、女性に対するキャリア相談を行う民間事業者・NPO等を中心とした「女性
起業家等支援ネットワーク」を全国１０箇所で形成する。起業を志すあらゆる段
階にいる女性や、事業成長に課題を抱える創業間もない女性起業家を確実にフォ
ローできる体制をネットワーク内に構築し、女性起業支援メニューの充実、既存の起
業家支援施策への橋渡し等、女性のニーズに応じたきめ細やかな支援を行う。ま
た、支援措置や、セミナー及びイベント等の情報をワンストップで収集できるポータル
サイトの開設等により、女性起業家が必要とする情報を円滑に入手することができ
る仕組みを整備する。さらに、女性起業家支援を効果的に行うことのできる人材の
育成強化を図るため、ネットワーク構成機関への研修を実施する。

175,026 - 180,535 - - - - -

128 Ⅲ 1 (2) ⑤

厚
生
労
働
省

仕事と育児カ
ムバック支援
サイト

働き続けたいという意欲を持ちながらも、出産・育児を機に退職せざる
を得ない女性が依然としており、我が国最大の潜在力である女性の力
を最大限発揮するためには更なる環境整備が必要となっている。
このため、育児休業取得や、育児等を理由とする離職により、一定期
間にわたり仕事から離れていた労働者が復職するに当たり、職場復帰
への不安を解消し、職業能力の維持回復を図る取組を行う。

育児休業からの円滑な職場復帰、また育児等を理由に一旦退職したものの仕事
と育児を両立しつつ、再就職することを希望する方を支援するため、「仕事と育児カ
ムバック支援サイト」を運営し、メール相談や育児休業の取得・復帰に役立つ情報
や地域の再就職のためのセミナー情報などの情報提供を行う。

136,018 - 134,101 - - - - -
の内数の内数

の内数の内数
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第４分野　地域・農山漁村、環境分野における男女共同参画の推進

１　地域活動における男女共同参画の推進

78 Ⅰ 2 (10) ⑥
内
閣
府

地域における
男女共同参
画促進に関す
る実践的調
査・研究

　男女共同参画社会基本法では、国は、地方公共団体の実施する
施策及び民間の団体が行う活動を支援するため、情報提供その他必
要な措置を講ずることとされており、平成２７年１２月に策定した第
４次男女共同参画基本計画では、地域における政策・方針決定過
程への女性の参画拡大を図り、地域活動における男女共同参画を推
進することとしている。
　また、男女共同参画社会の形成を促進するためには、国の取組はも
とより、地方公共団体、民間団体、国民各界各層が有機的な連携を
保ちつつ、取組を展開することが重要。
　　このため、国、地方公共団体、民間団体、国民各界各層が意見
交換等を行い、男女共同参画社会づくりに向けた取組の気運を醸成
する。

女性の参画が進んでいない自治会や自主防災組織等、地域に根差した組織・団
体の実態把握や、女性の参画が進まない要因や課題等の分析、就業している男
女等、多様な住民が参加しやすい地域活動の在り方の検討等、男女共同参画の
視点からの地域における課題等について調査・研究を行う。

4,922 - 4,922 0 - - - -

２　地方創生における女性の活躍推進

49 Ⅰ 2 (5) ⑤
内
閣
府

地域女性活
躍推進交付
金

平成２８年４月に施行された「女性の職業生活における活躍の推進
に関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）」において、国及び
地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進に関して必
要な施策を策定し、実施することが責務とされています。さらに、女性の
活躍推進は一億総活躍の最も重要な柱となっており、これらを踏ま
え、女性活躍推進法に基づき、地域の実情に応じた地方公共団体に
おける女性の活躍推進に関する施策の実施を支援することにより、地
域における女性の活躍を迅速かつ重点的に推進する。

多様な主体による連携体制の構築の下、女性活躍推進のためのワンストップ支援
体制の整備など、住民に身近な地方公共団体が行う、地域の実情に応じた取組
を支援する。
（交付対象）地方公共団体
（補 助 率）１０分の８（28年度二次補正予算）
                   ２分の１（29年度予算）
（交付上限）
都道府県　１，６００万円（28年度二次補正予算）
            　１，０００万円（29年度予算）
政令指定都市　８００万円（28年度二次補正予算）
                 　５００万円（29年度予算）
市区町村　４００万円（28年度二次補正予算）
             　２５０万円（29年度予算）
（交付要件）女性活躍推進法第６条における都道府県推進計画・市町村推
進計画をすでに策定、又は、策定を予定していること
　※定量的な成果目標を設定。

- 300,000 250,000 - - - - -

３　農山漁村における政策・方針決定過程への女性の参画拡大

４　農山漁村における女性が働きやすい環境の整備、意識と行動の変革

62 Ⅰ 2 (8) ①

農
林
水
産
省

輝く女性農業
経営者育成
事業

女性は基幹的農業従事者の約４割を占め、女性が参画している農
業経営体は売上や収益が向上する傾向があるなど、農業や地域の活
性化において重要な役割を果たしており、農業を成長産業として発展
させていくためには、既成概念にとらわれず、新たな発想で農業経営に
取り組む女性の能力を最大限に活かすことが重要である。
このため、女性農業者の活躍促進及び農業で新たにチャレンジする女
性のビジネス発展を支援し、女性農業経営者の育成に資するよう実
施する。

次世代リーダーとなる女性農業経営者の育成及び農業で新たにチャレンジを行う
女性のビジネス発展を支援。
また、「農業女子プロジェクト」等を通じた女性農業経営者の取組の発信や地域
ネットワークを強化するとともに、女性の活躍推進に取り組む農業法人等を認定・
表彰し、女性が活躍する先進的取組を全国に拡大。

110,263 - 100,282 ▲ 9,981 - - - - 4-3

71 Ⅰ 2 (10) ④

農
林
水
産
省

輝く女性農業
経営者育成
事業

女性は基幹的農業従事者の約４割を占め、女性が参画している農
業経営体は売上や収益が向上する傾向があるなど、農業や地域の活
性化において重要な役割を果たしており、農業を成長産業として発展
させていくためには、既成概念にとらわれず、新たな発想で農業経営に
取り組む女性の能力を最大限に活かすことが重要である。
このため、女性農業者の活躍促進及び農業で新たにチャレンジする女
性のビジネス発展を支援し、女性農業経営者の育成に資するよう実
施する。

次世代リーダーとなる女性農業経営者の育成及び農業で新たにチャレンジを行う
女性のビジネス発展を支援。
また、「農業女子プロジェクト」等を通じた女性農業経営者の取組の発信や地域
ネットワークを強化するとともに、女性の活躍推進に取り組む農業法人等を認定・
表彰し、女性が活躍する先進的取組を全国に拡大。

110,263 - 100,282 ▲ 9,981 - - - - 4-3

５　男女共同参画の視点に立った環境問題への取組の推進
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第５分野　科学技術・学術における男女共同参画の推進

１　科学技術・学術分野における女性の参画拡大

38 Ⅰ 2 (3) ③

経
済
産
業
省

理系女性活
躍促進支援
事業

　経済産業省及び文部科学省の共同事務局で設置している｢理工
系人材育成に関する産学官円卓会議（以下｢円卓会議｣）｣では、
特定の産業分野で人材が不足していること、産業界は採用した学生
に対して再教育している実態があることが示された。
　円卓会議では、産業界で求められている人材の育成や育成された
人材の産業界における活躍の促進策として、産学官において重点的
に着手すべき取組を｢理工系人材育成に関する産学官行動計画｣と
してとりまとめており、本事業も当該行動計画における取組みとして位
置づけられている。

　女性活躍推進のため、理系女性が持っているスキルと産業界が求めるスキルの可
視化を行い、女性自身がどのようなスキルを身につければよいか把握できるような環
境整備等を実施する。

20,002 - 10,001 ▲ 10,001 - - - - 5-3

２　女性研究者・技術者が働き続けやすい研究環境の整備

３　女子学生・生徒の理工系分野の選択促進及び理工系人材の育成

35 Ⅰ 2 (3) ③
内
閣
府

理工系女子
(リケジョ)啓発
イベント

この４月よりスタートした「第５期科学技術基本計画」では、女性の
能力を最大限に発揮できる環境を整備し、その活躍を促進することを
掲げ、あわせて、自然科学系全体での新規採用に占める女性研究者
の割合を30％にすること（平成24年度　現在25.4％）を目標とし
ている。
女性の参画拡大において、次世代を担う理工系女性人材の裾野の
拡大の取組も重要な取組の一つであり、いわゆるリケジョイベントの実
施を強力に推進しているところである。
この基本計画に基づき、次代を担う女性の科学技術人材の裾野の拡
大のため、女子中高生等の理工系選択への興味関心や理解を深め
ることを目的とし、開催するもの。

本イベントは、主に女子中高生を対象に、理工系女子として活躍している女性研
究者の話を聞きながら、質疑応答や意見交換を通して、理工系選択への興味関
心を高めるとともに、理解を深めるイベントである。今年度は、5月に東京理科大学
と協力して「理工系女子の未来を考えよう in Tokyo」を実施。

- - - - - - -

特段予算要求を
せず、外部機関
の協力を得て実
施。

36 Ⅰ 2 (3) ③
内
閣
府

理工系分野
における女性
活躍推進に
向けたシンポ
ジウム、調査
研究、「理工
チャレンジ」ウェ
ブサイト等の
拡充

　我が国が国際競争力を維持・強化し、多様な視点や発想を取り入
れて科学技術・学術活動を活性化していくためには、理工系分野の女
性研究者・技術者となり得る人材を育成していく必要がある。しかしな
がら、現在のところ、我が国の研究者に占める女性の割合は、14.7%
と他の先進諸国と比べて低水準であり、また、理工系を専攻する女性
の割合は、理学26.8%、工学13.6%（大学）となっており他専攻
に比べて低水準である。
　昨年12月に閣議決定された「第４次男女共同参画基本計画」に
おいては、「女子学生・生徒の理工系分野の選択促進及び理工系人
材の育成」に取り組むこととしており、「女性活躍加速のための重点方
針2016」においても、女子児童・生徒等の理工系進路選択に向けた
取組を強力に進めることとしている。こうした政府方針を踏まえて、理工
系女性人材の層を厚くするため、女子生徒等及び保護者・教師に対
する理工系選択のメリットに関する意識啓発、理工系女子応援ネット
ワークの促進、関係情報の発信、産業界で活躍する理工系女性を初
めとしたロールモデルの提示等を総合的に実施する。

　産学官からなる支援体制の構築を目的としたネットワークの形成及び連携と情報
交換等を目的とした会議を開催する。また、女子生徒等や保護者を対象に理工
系選択のメリットや、進学・就職に関する情報を周知・啓発するシンポジウムを開催
する。さらに、女子児童・生徒等が理工系分野に進みにくい阻害要因を調査分析
し、その解消に必要な施策や情報提供のあり方等について検討する。加えて、「理
工チャレンジ」サイトに関連施策やイベント情報を充実させるとともに、メールマガジン
の発行等、理工系選択に関する各種情報発信を強化する。

17,990 - 22,950 4,960 - - - -
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当初予算

28年度
二次補正

予算
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予算

対28年度
増減額
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画基本計画
と関係する分
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項　目
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法令・

制度改正
税制改正

要望
機構定員

要求
その他

通
し
番
号
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担
当
府
省

該当施策名 施策の背景・目的（注3）
当該施策の概要（注3）

37 Ⅰ 2 (3) ③

文
部
科
学
省

女子中高生
の理系進路
選択支援プロ
グラム

女子中高生の理系分野への興味・関心を高め、適切に理系進路を
選択することが可能となるよう、地域で継続的に行われる取組を推
進。

＜施策概要＞
１：継続的かつ効果的な取組実施を目的とした組織の構築（産学官の連携し
たコンソーシアムや運営協議会等）
２：文理選択に迷う女子中高生に効果的にアプローチ仕組みの構築（学校訪
問による全生徒を対象とした取組等）
３：教員・保護者等関係者が相互理解を深め、生徒が主体的に考える将来像
に従って進路選択が可能となるような環境・土壌の構築（シンポジウム、理系キャリ
ア相談会等のイベントの開催等）
４：複数年度支援による効果的なＰＤＣＡサイクルの構築
５：国立研究開発法人科学技術振興機構による効果的な側面の支援（事例
調査や研究等の実施、各取組へのフィードバック等）

＜これまでの取組/来年度の実施予定＞
女子中高生の理系分野への興味・関心を高め、適切に理系進路を選択すること
が可能となるよう、文部科学省として、独立行政法人（国立女性教育会館）や
大学等によるシンポジウムの開催や、実験教室の開催を支援してきた。来年度も
引き続き新規拠点を採択し、取組を推進する。

30,000 - 45,000 15,000 - - - -

39 Ⅰ 2 (3) ③

国
土
交
通
省

建設業におけ
る女性活躍の
推進
(建設業にお
ける女性の入
職・定着の促
進)

建設業においては、従事者の高齢化や若年入職者の減少等により、
将来の担い手の育成・確保が喫緊の課題となっている。こうした状況
下、建設業での女性の活躍は、業界に新たな活力や刺激をもたらす
ほか、性別を問わずあらゆる世代に対して業界の魅力を高め、担い手
育成・確保に向けた原動力となるような好循環が期待される。このた
め、女性の更なる活躍を国内人材育成・確保策の柱の一つに位置づ
け、業界の全体の活性化と将来の担い手育成・確保を図る必要があ
る。
　平成26年８月に官民共同で策定した「もっと女性が活躍できる建
設業行動計画」を受け、５年以内の女性倍増を目指し、官民挙げた
様々な取組が実施されているところ。

「もっと女性が活躍できる建設業行動計画」を踏まえ、官民が連携して女性技術
者・技能者の５年以内の倍増を目指す。平成29年度予算案において、建設業に
おける女性活躍については、建設業界における女性の継続的な受入体制の醸成
のための支援や、女性の入職促進のための情報発信等を行う。

55,000 - 49,500 - - - - -
の内数
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第6分野　生涯を通じた女性の健康支援
１　生涯にわたる男女の健康の包括的な支援

111 Ⅱ 3 (1) ①

文
部
科
学
省

医学教育にお
ける女性の健
康・性差医療
に関する事項
の推進

平成２７年１２月２５日に閣議決定された「第４次男女共同参
画基本計画」に基づき、包括的な健康支援のための体制の構築に向
けて、女性の健康の包括的支援等に係る積極的な取組を促進するた
め、関係者等へ働きかけを行う。

医学教育関係者が集まる全国会議等で、当該施策に係る積極的な取組推進の
周知を図る。 - - - - - - - 関係者会議等で

周知

112 Ⅱ 3 (1) ①

厚
生
労
働
省

女性の健康の
包括的支援
総合研究

　これまで、我が国における女性の健康に関する取組は、主に疾病分
野ごとに展開されてきている。また、女性の健康に関する研究において
も、これまでは妊娠・出産や疾病等に着目して行われてきた。
　このため、女性の身体はライフステージごとに劇的に変化するという特
性を踏まえた取組や、社会的な側面も含めた生涯に渡る包括的な支
援は十分に行われていない状態であることから、女性の心身の特性を
踏まえた、科学的エビデンスに基づく、包括的で統合的な支援体制を
構築する必要がある。

女性の健康の包括的支援のため、以下の研究を行う。
・女性の健康の包括的支援のための情報収集・情報発信と医療提供体制等に関
する研究
・女性ホルモンに着目した疫学研究や介入研究を用いた予防法の開発　　等

167,957 - 184,059 16,102 - - - -

２　妊娠・出産等に関する健康支援

113 Ⅱ 3 (1) ②
内
閣
府

企業における
不妊治療と仕
事の両立の支
援に関する好
事例の周知・
啓発

　個人が将来のライフデザインを描き、妊娠・出産等についての希望を
実現することができるよう、不妊治療と仕事の両立を支援する企業の
好事例を周知・啓発する。

  不妊治療に特化した休暇取得制度等、企業における不妊治療と仕事の両立を
支援する好事例について、男女共同参画局のウェブサイト上で紹介する。 - - - - - - - ウェブサイト上での

周知・啓発

114
Ⅱ 3 (1) ②

厚
生
労
働
省

不妊に悩む方
への特定治療
支援事業

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、高額な治療費がかかる体
外受精及び顕微授精について、配偶者間の不妊治療に要する費用
の一部を助成する。

○　対象治療法　体外受精及び顕微授精（以下「特定不妊治療」という。）
○　対象者
①　特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込みがないか、又は極めて
少ないと医師に診断された法律上の婚姻をしている夫婦
②　治療期間の初日における妻の年齢が４３歳未満である夫婦
○　給付の内容
①　１回１５万円（凍結胚移植（採卵を伴わないもの）及び採卵したが卵が
得られない等のため中止したものについては、１回７.５万円）
②　①のうち初回の治療に限り３０万円まで助成
③　精子を精巣又は精巣上体から採取するための手術（男性不妊治療）を行っ
た場合は１５万円まで助成
※②、③については平成27年度補正予算により拡充し、平成28年度においても
引き続き実施している。通算回数は、初めて助成を受けた際の治療期間の初日に
おける妻の年齢が、４０歳未満であるときは６回（４０歳以上であるときは通算
３回）まで
○　所得制限　７３０万円（夫婦合算の所得ベース）

18,482,878 - 20,594,098 - - - - -

115 Ⅱ 3 (1) ②

厚
生
労
働
省

不妊専門相
談センター事
業（不育症
専門相談窓
口）

不妊に関する相談指導や不妊治療に関する正確な情報提供等を行
い、不妊・不育に悩む方に対する適切な相談支援体制の構築を図
る。

・不妊・不育について悩む夫婦に対し、専門的知識を有する医師、心理に関して
知識を有する者等が、医学的な相談や心の悩み等について相談指導や、診療機
関毎の不妊治療の実施状況などに関する情報提供を実施するとともに、不妊相談
を行う専門相談員の研修等を実施するもの。

18,482,878
の内数 - 20,594,098

の内数
- - - - -

Ⅱ　安全・安心な暮らしの実現

の内数の内数
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116 Ⅱ 3 (1) ②

厚
生
労
働
省

不妊治療と仕
事の両立に関
するリーフレッ
トによる周知・
啓発

雇用保険法等の一部を改正する法律案の国会審議や、当法律案に
係る附帯決議（平成28年3月）において、不妊治療と仕事の両立
について指摘がなされている。
また、本年6月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」において
は、不妊治療をしながら働いている方の実態調査を行うこととされてお
り、不妊治療と仕事の両立についての対策が求められている。

不妊治療と仕事の両立に関するリーフレット「従業員が希望する妊娠・出産を実現
するために」を、労働局雇用環境・均等部（室）が企業訪問する際に配布した
り、労働局HPに掲載するなどし、企業における不妊治療と仕事の両立支援の取組
について周知を図る。

- - - - - - -

不妊治療と仕事
の両立に関する
リーフレット「従業
員が希望する妊
娠・出産を実現
するために」の配
布等を通じて、企
業における不妊
治療と仕事の両
立支援の取組に
ついて周知を図
る。

127
Ⅲ 1 (2) ⑤

厚
生
労
働
省

子育て世代
包括支援セン
ターの法定
化・全国展開

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を実施する「子育て
世代包括支援センター」については、平成27年度より子ども子育て支
援新制度に基づく利用者支援事業を活用して実施してきたところであ
り、同センターの設置根拠を法律上明確に位置づけること等により、全
国展開に向けた取組を実施する。

第190回国会において、児童福祉法等の一部を改正する法律（平成28年法律
第63号）が平成28年５月27日に成立し、同年６月３日に公布され、同法にお
いて母子保健法を改正し子育て世代包括支援センターの法定根拠を設けた（平
成29年４月１日施行）。
また、同センターの平成32年度末までの全国展開に向けて、支援対象者の評価
や支援内容等に係るガイドラインの作成に向けた取組等を行うこととしている。

98,175,565
の内数（内閣府
予算）

-
107,617,268
の内数(内閣府
予算)

-

母子保健法を
改正し子育て世
代包括支援セン
ターの法定根拠
を設けた（平成
29年４月１日
施行）

- - -

３　医療分野における女性の参画拡大

４　スポーツ分野における男女共同参画の推進
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第７分野　女性に対するあらゆる暴力の根絶

１　女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

82 Ⅱ 1 (1) ①
警
察
庁

都道府県警
察におけるカウ
ンセリング費
用の公費負
担制度の全
国展開に向け
た充実

　第２次犯罪被害者等基本計画に基づき開催された有識者検討会
の提言を受け、警察庁において平成26年３月から、部外有識者によ
る「犯罪被害者の精神的被害の回復に資する施策に関する研究会」
が開催され、27年４月に、「一部の都県警察で運用されているカウン
セリング費用の公費負担制度を国の支援・関与の下で全国展開して
いくことが望ましいこと」などを内容とする「犯罪被害者の精神的被害の
回復に資する施策に関する報告書」を取りまとめた。
　これを受けて警察庁では、28年度予算において、犯罪被害者等の
カウンセリング費用の公費負担制度に要する経費を都道府県警察費
補助金により予算確保した。

　犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担制度に要する経費を都道府県
警察費補助金により、引き続き予算確保し、同制度の全国展開に向けた充実を
図る。

28,156 - 28,156 - - - - -

88 Ⅱ 1 (3) ①
内
閣
府

女性に対する
暴力被害者
支援のための
官官・官民連
携促進事業

配偶者暴力相談支援センター（以下「センター」という。）における相
談件数の増加及び被害の多様化に対応するため、センターを設置した
地方公共団体の取組事例の収集・分析、センター長等を対象とした
研修の実施及びセンターの設置を検討している市町村へのアドバイ
ザー派遣を通して、地方公共団体のセンターにおける相談対応の質の
向上及び被害者支援における関係機関の更なる連携促進を目的と
する。

センターの運営・管理に責任を持つ者（センター長及びセンター主管課長を対象と
する研修（支援体制の強化、相談員等の職員の円滑な管理）、相談員（セン
ターの相談員及び現にセンターと連携している民間相談員）を対象とする研修
（法制度や支援実務に有用なスキル等を専門家から学ぶ機会を提供するもの）
を実施する。
センターを設置した地方公共団体における個別事案の対応を含めた関係機関間
連携の具体的方法に関する取組事例を収集・分析し地方公共団体に提供する。
概ね平成30年度までにセンター設置を検討している市町村にアドバイザーを派遣
する。

26,046 - 22,539 ▲ 3,507 - - - -

92 Ⅱ 1 (4) ①
内
閣
府

男女間におけ
る暴力に関す
る調査

男女間を取り巻く環境の変化に応じた被害傾向の変化等に適切に対
応するためには、男女間における暴力の実態について、定期的・継続
的な調査の実施が不可欠である。このため、平成11年度から３年毎
に、全国の20歳以上の男女を対象にアンケート調査を実施している。
平成29年度においても本調査を実施し、昨今の男女間における暴力
の実態を明らかにすることを目的とする。

全国の20歳以上の男女5,000人を無作為抽出し、配偶者からの被害経験、交
際相手からの被害経験等、男女間における暴力の実態に関するアンケート調査を
行う。

- - 14,330 - - - - -

94 Ⅱ 1 (4) ①
内
閣
府

若年層を対
象とした女性
に対する暴力
の予防啓発の
ための研修事
業

近年、若年層を対象とした暴力の多様化がみられ、若年層が暴力の
加害者にも被害者にもならないための予防啓発は重要性を増してい
る。
こうした状況を踏まえ、若年層に対して、男女の対等なパートナーシッ
プや暴力を伴わない人間関係を構築するための啓発活動を促進し、
将来において、女性に対する暴力の加害者・被害者になることを防止
することを目的とする。

若年層に対して教育・啓発の機会を多く持つ者を対象とする、女性に対する暴力
に関する研修を実施する。 5,518 - 6,080 562 - - - -

95 Ⅱ 1 (4) ①
警
察
庁

情報発信活
動の推進及
び防犯教室
の実施

子供や女性を対象とする性犯罪等は、被害者等の心身に深い傷を
残す卑劣な犯行であり、地域住民のみならず社会全体に大きな衝撃
を与え、治安に対する著しい不安感を生じさせるものである。
子供や女性を守る取組として、犯罪に至らない段階での未然防止及
び自衛意識の向上のための情報提供や防犯教育、自治体や民間団
体が参加するネットワークとの協働による広報啓発活動等の推進に努
めている。

○　情報発信活動の推進
　　子供や女性を対象とする性犯罪の前兆と見られる声掛けや、つきまといの発生
状況等について、各都道府県警察のホームページや不審者情報メール等を活用し
てタイムリーに発信することにより、被害防止に係る啓発を促している。
○　防犯教室の実施
　　企業や学校関係者と連携して防犯教室を開催し、犯罪被害の実態を踏まえた
平素の防犯対策を始め、犯罪に遭遇した場合の対処方法や護身術等について実
践的な防犯指導を行い、女性の防犯意識の向上を図っている。

- - - - - - - 都道府県警察に
おける取組

101 Ⅱ 1 (4) ①

文
部
科
学
省

防犯教育の
推進
（学校安全
教室の推
進）

　車で連れ去られ監禁被害に遭う等、子供が登下校中に巻き込まれ
る事件・事故等が依然として発生しているため、学校における防犯教
育を充実させ推進していく必要がある。

　学校における防犯教室をはじめとする学校安全教室の講師となる教職員に対す
る講習会等を実施し、教職員の指導力の向上を図るとともに、小学校低学年向け
リーフレットを作成・配布することによる効果的な防犯教育の推進を支援。

63,858 - 39,942 - - - - -

の内数の内数

の内数の内数
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２　配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進

84 Ⅱ 1 (1) ①
法
務
省

検察官等に
対する研修の
充実等

　検察官等の犯罪被害者等への適切な対応を確実にするための教
育・研修等の充実を図る。

　検察官等に対する各種研修・協議会等において，犯罪被害者等支援に関する
講義・講演等を実施している。 - - - - - - - 研修科目の充実

89 Ⅱ 1 (3) ①
内
閣
府

ＤＶ被害者
のための相談
機関案内サー
ビス

平成26年度に内閣府が実施した「男女間における暴力に関する調
査」によると、男女とも約６割が配偶者からの暴力について相談できる
窓口を「知らない」と回答している。この状況を踏まえ、被害者が相談
しやすい最寄りの相談機関（配偶者暴力相談支援センター等）に
簡便かつ迅速につながる環境整備を目的とする。

全国共通のダイヤル（0570-0-55210）を設定し、相談者の発信地域等の情
報から、最寄りの相談機関（配偶者暴力相談支援センター等）の電話に自動転
送するサービスを実施する。
また、内閣府で全国共通ダイヤルの広報用携帯カードを作成し、地方公共団体に
配布する（携帯カードを医療機関、公共施設、多くの人が立ち寄る場所、被害者
の目に留まりやすい場所やトイレ等人目を気にすることなく手に取りやすい場所に置
いてもらうように地方公共団体に依頼。）。

1,631 - 1,631 0 - - - -

2,239,971 - 2,281,625 41,654
＋
　

7,309,066
　　　　　の内数

＋
　

15,415,862
　　　　の内数

-

90-2 Ⅱ 1 (3) ②
内
閣
府

女性に対する
暴力被害者
支援のための
官官・官民連
携促進事業

配偶者暴力相談支援センター（以下「センター」という。）における相
談件数の増加及び被害の多様化に対応するため、センターを設置した
地方公共団体の取組事例の収集・分析、センター長等を対象とした
研修の実施及びセンターの設置を検討している市町村へのアドバイ
ザー派遣を通して、地方公共団体のセンターにおける相談対応の質の
向上及び被害者支援における関係機関の更なる連携促進を目的と
する。

センターの運営・管理に責任を持つ者（センター長及びセンター主管課長を対象と
する研修（支援体制の強化、相談員等の職員の円滑な管理）、相談員（セン
ターの相談員及び現にセンターと連携している民間相談員）を対象とする研修
（法制度や支援実務に有用なスキル等を専門家から学ぶ機会を提供するもの）
を実施する。
センターを設置した地方公共団体における個別事案の対応を含めた関係機関間
連携の具体的方法に関する取組事例を収集・分析し地方公共団体に提供する。
概ね平成30年度までにセンター設置を検討している市町村にアドバイザーを派遣
する。

　　　　26,046
　　　　の内数 - 　　　　22,539

　　　の内数
- - - - -

91 Ⅱ 1 (3) ③
内
閣
府

諸外国におけ
る配偶者等に
対する暴力の
加害者更生
に係る実態調
査研究

平成27年度に内閣府が実施した「配偶者等に対する暴力の加害者
更生に係る実態調査研究事業」報告書では、今後、日本における加
害者プログラムの在り方を検討する際には、諸外国の先行事例を参考
にしつつ、被害者に対する危険度等のアセスメントの導入や、加害者
プログラムへの参加に係る法制度の在り方等について検討していくこと
が必要である旨の見解が示された。こうした状況を踏まえ、諸外国にお
ける加害者プログラムの実施基準及びリスクアセスメント指標を用いた
機関間連携体制等について調査研究を行う。

検討委員会を設置し、海外調査及び文献・資料調査により、諸外国における加
害者プログラムの実施基準及びリスクアセスメント指標を用いた機関間連携体制等
について調査を行い、日本における加害者プログラムの在り方を検討する。調査研
究報告書については、諸外国の加害者プログラムの実施状況等の周知を図るた
め、地方公共団体及び被害者支援団体に配布する。

- - 要求認められず - - - - -

3　ストーカー事案への対策の推進

85 Ⅱ 1 (2) ①
内
閣
府

ストーカー被
害者支援のた
めのマニュアル
作成・配布

ストーカー事案について、地方公共団体の相談窓口において適切な
支援を行うことを目的として、ストーカー被害者支援マニュアルを作成・
配布し、その活用を図る。

地方公共団体の相談窓口におけるストーカー被害者支援の充実を図るため、ス
トーカー被害者等に対する相談対応等に関する支援マニュアルを作成・配布し、そ
の活用を図る。

4,038 - - - - - -

ストーカー被害者
支援マニュアルを
作成し、地方公
共団体に配布す
るとともに、相談
員向けの研修等
においてその活用
を図る。

厚
生
労
働
省

Ⅱ 1 (3) ①
②

婦人保護事
業

婦人保護事業は、売春防止法（昭和31年法律第118号）に基づ
き、要保護女子についてその転落の未然防止と保護更生を図ること並
びに、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
（平成13年法律第31号）に基づき、配偶者からの暴力被害女性
の保護を図ることを目的としている。

　婦人保護事業は、社会環境の浄化、配偶者からの暴力の防止等に関する啓発
活動を行うとともに、要保護女子等の早期発見に努め、必要な相談、調査、判
定、指導・援助、一時保護及び収容保護を行うものである。
　平成29年度要求予算においては、配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者等に対
して、婦人相談所等で行う相談、保護、自立支援等の取組を推進するよう要求を
行うとともに、婦人相談員による相談・支援の充実を図るため、婦人相談員手当の
改善を行うよう要求を行っている。

- -90 - -
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2,239,971 - 2,281,625 41,654
＋

7,309,066
の内数

＋
15,415,862

の内数

-

４　性犯罪への対策の推進

79 Ⅱ 1 (1) ①
内
閣
府

性犯罪被害
者等支援体
制整備促進
事業

地方公共団体において性犯罪被害者支援を担当している行政職員
及び民間支援団体等において性犯罪被害者支援を行っている又は
行う予定の支援員を対象に、性犯罪被害者を支援するための必要な
スキルや支援体制整備の推進に向けた参考事例等を学ぶ研修を実
施することにより、性犯罪被害者が躊躇せずに身近な相談窓口等に
安心して相談することができる体制整備を目的とする。

全国の男女共同参画センター等で相談を受ける相談員に対し、性犯罪被害者の
支援に関して、性犯罪被害者の相談対応における留意点や相談の質の維持・向
上に関する研修を実施するとともに、行政職員に対し相談機関や支援機関の連
携促進・強化の働きかけを行う。

8,986 - 9,120 134 - - - -

80 Ⅱ 1 (1) ①
内
閣
府

性犯罪・性暴
力被害者支
援交付金

行政が関与する性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援セン
ター（以下「センター」という。）の設置数については、第４次男女共
同参画基本計画（平成27年12月25日閣議決定）において、平
成32年までに各都道府県に最低１か所の成果目標が設定されたと
ころ。
センターを開設した都道府県が半数を超える状況の下、全都道府県
でのセンターの設置及びセンターの安定的運営が可能となるよう、地方
公共団体の取組を更に促進するための交付金を創設することを目的と
する。

センターの開設や運営の安定化等の地方公共団体による被害者支援の取組を促
進する（１／２又は１／３を補助）。
【交付対象経費】
　＊都道府県・指定都市が負担した「相談センター」の運営に要する経費
　＊都道府県が負担した警察に相談をしなかった被害者の医療費等
　＊都道府県が実施する協力病院等の医療関係者や支援者対象の研修に係る
経費
　＊都道府県が実施するセンターの広報に係る経費
　　など

- - 163,386 - - - - -

1Ⅱ86

ストーカー事
案等の人身
安全関連事
案への対策の
推進

警
察
庁

129,428①(2)

87

厚
生
労
働
省

Ⅱ 1 (2) ① 婦人保護事
業

婦人保護事業は、売春防止法（昭和31年法律第118号）に基づ
き、要保護女子についてその転落の未然防止と保護更生を図ること並
びに、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
（平成13年法律第31号）に基づき、配偶者からの暴力被害女性
の保護を図ることを目的としている。

　婦人保護事業は、社会環境の浄化、配偶者からの暴力の防止等に関する啓発
活動を行うとともに、要保護女子等の早期発見に努め、必要な相談、調査、判
定、指導・援助、一時保護及び収容保護を行うものである。
　ストーカー行為等の相手方への支援については、ストーカー行為等の規制等に関
する法律の一部を改正する法律（平成25年法律第73号）により、婦人保護事
業の対象として明確に位置付けられたところであり、適切な保護・支援を行うこととし
ている。
　平成29年度要求予算においては、配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者等に対
して、婦人相談所等で行う相談、保護、自立支援等の取組を推進するよう要求を
行うとともに、婦人相談員による相談・支援の充実を図るため、婦人相談員手当の
改善を行うよう要求を行っている。

- -

ストーカー事案については、全国警察を挙げて対応を強力に推進して
いるところであるが、平成27年のストーカー事案の相談等件数は４年
ぶりに減少したものの、法施行後から平成23年までに比べ、平成24
年以降は高水準で推移しており、依然として重大事件に発展するもの
が見られるなど、既存の施策のみでは被害者等の生命・身体の安全を
確保することが困難となっている。また、「ストーカー総合対策」の趣旨
及び内容を踏まえたストーカー対策の総合的な取組の確実な実施を
図っているところである。

110,244 ▲ 19,184 - -

- -

○　平成29年度において、
・　ストーカー被害の未然防止・拡大防止に関する国民の理解の増進を図るための
パンフレット・リーフレットの作成等
・　被害者等の安全を確保するための一時避難に係る経費の一部を都道府県に
補助
・　ストーカー事案の加害者に関する精神医学的・心理学的アプローチに係る経費
の一部を都道府県に補助
・　多機関連携によるストーカー加害者更生のための取組に関する調査研究
・　サイバーストーキングに関する調査研究及び警察官向け研修資料の作成
・　ストーカー事案等に係るシステムの機能高度化
等を実施し、人身安全関連事犯への対策の推進を目指す。
○　ストーカー事案を始めとする人身安全関連事案対策等の強化のため、平成
28年度における警察庁職員及び地方警察官の増員を措置した。
〇　平成29年度において
・　ストーカー事案を始めとする人身安全関連事案対策の強化のため、平成29年
度における地方警察官の増員経費
・　ストーカー事案を担当する警察庁職員の増員経費
を予算案に計上した。
○　ストーカー及び配偶者からの暴力被害の防止のため、平成28年度地方財政
計画に必要経費を計上し、ストーカー及び配偶者からの暴力被害の防止に資する
物品の貸出しを進めた。
〇　ストーカー及び配偶者からの暴力被害の防止のため、平成29年度地方財政
計画にストーカー及び配偶者からの暴力被害の防止に資する物品の貸出しに要す
る経費を盛り込んだ。

平成29年度に
おいて、警察庁
職員及び地方
警察官の増員
を盛り込んだ予
算案を閣議決
定

地方財政計画-
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81 Ⅱ 1 (1) ①
警
察
庁

性犯罪に対す
る厳正な対処
等
（医療機関
における性犯
罪証拠採取
キットの試行
整備）

被害者が届出を躊躇している性犯罪に関して証拠資料の滅失防止
を図り、被害の潜在化を防止する。

　協力の得られる医療機関に対し、国費による性犯罪証拠採取セットをあらかじめ
配備しておき、当該医療機関を受診した性犯罪の被害者のうち、警察への被害の
届出を躊躇している者の身体から、当該医療機関の医師等をして必要があると認
めたときに資料採取を行い、当該資料について警察への提出を求めるもの。
　警察においては、平成26年度から平成28年度にかけて14都道県へ性犯罪証
拠採集キットを整備し、試行を実施している。

672 - - - - - - -

83 Ⅱ 1 (1) ①
法
務
省

性犯罪の罰
則の在り方に
ついて，法制
審議会の答
申を踏まえた
法改正を含む
必要な措置
の実施

　性犯罪の罰則の在り方については，第３次男女共同参画基本計
画において検討が求められていたほか，各方面からも様々な指摘があ
ることなども踏まえ，法務省として，平成２７年１０月，法制審議
会に対し，性犯罪に対処するための刑法の一部改正に関する諮問を
した。同審議会の刑事法（性犯罪関係）部会においては，同年１
１月から調査審議が行われ，平成２８年６月，強姦罪等の構成
要件の見直しや非親告罪化などを内容とする要綱（骨子）が採決さ
れた。
　今後，同審議会において更に調査審議がなされ，法改正すべきと
の答申が得られた場合には，その内容を踏まえて，法改正を含む必
要な措置を講ずる。

　現在，性犯罪に対処するための刑法の一部改正に関する諮問について，法制
審議会において調査審議中であるところ，同審議会の答申が得られた場合には，
その内容を踏まえて，法改正を含む必要な措置を講ずる。

- - - -

平成２８年９
月１２日に法
制審議会から法
務大臣に対して
性犯罪に対処す
るための刑法の
一部改正につい
ての答申がなさ
れ，現在，同
答申を踏まえた
改正法案の提
出に向けて準備
を進めているとこ
ろ。

- - －

93
Ⅱ 1 (4) ①

内
閣
府

若年層の性
的搾取に係る
相談・支援の
在り方に関す
る調査研究

近年、若年層を対象とした暴力が多様化しており、その実態把握とと
もに、若年層に対する啓発活動等が重要性を増している。
こうした状況を踏まえ、若年層における性的搾取、とりわけ、いわゆる
ＪＫビジネスやアダルトビデオへの出演強要に関する被害実態を把握
し、被害者に対する効果的な支援の在り方について検討するため、若
年層の性的搾取に係る相談・支援の在り方に関する調査研究を行
う。

若年層における性的搾取、とりわけ、いわゆるＪＫビジネスやアダルトビデオへの出
演強要に関する被害実態について、被害者支援に実績のある民間支援団体の取
組を通じて調査するとともに、有識者からなる検討会において、被害者が実態に即
した支援を受けることができる効果的な支援の在り方について検討する。

- - 10,045 - - - - -

５　子供に対する性的な暴力の根絶に向けた対策の推進

96 Ⅱ 1 (4) ①
警
察
庁

自画撮り被害
児童の心理
特性に関する
調査

　児童ポルノ事犯は、平成27年における送致件数、被害児童数がい
ずれも統計を取り始めて以降最多となるなど深刻な情勢にある。特
に、近年はだまされたり、脅されたりして児童が自分の裸体をスマート
フォン等で撮影させられ、メール等で加害者に送らされる「自画撮り」被
害が増加傾向にあり、平成27年は被害児童数の約４割を占め、被
害の防止対策が急務となっている。
　このような状況を受け、自画撮り被害児童の心理特性に関する調
査を実施し、その結果を分析することにより、被害の防止施策に活用
する。

　全国の中高生・保護者及び自画撮り被害に遭った児童・保護者を対象として自
画撮り被害に係る意識等の調査・集計を実施する。
　調査後は、当該結果を分析し、非行防止教室等の被害防止施策で活用する。

- - 35,842 - - - - -

97 Ⅱ 1 (4) ①
警
察
庁

児童買春・児
童ポルノ防止
のための広報
啓発

　　児童買春事犯の被害児童数は、平成26年から増加に転じてお
り、また、児童ポルノ事犯の被害児童数は、統計を取り始めた平成12
年以降、最多となるなど深刻な情勢にある。
　　このような状況を受け、児童買春及び児童ポルノが児童の人権を
侵害する悪質な犯罪であることを一般国民に周知することで、児童の
性的搾取事犯から社会全体で児童を守る。

　児童買春・児童ポルノ防止のための、一般向けの広報啓発用ポスターを作成し、
全国の警察施設、駅等の公共施設の掲示板に掲出するとともに、警察庁ホーム
ページにも掲載する。

- - 1,105 - - - - -
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98 Ⅱ 1 (4) ①
警
察
庁

児童の性的
搾取等に係る
対策の基本
計画の翻訳

　国際社会においては、国連特別報告者から訪日報告書の中で「娯
楽産業において児童が性の商品として扱われている」と指摘されるな
ど、我が国における児童の性的搾取等に係る対策に対して厳しい目が
向けられている。
　一方、国内においては、平成28年４月以降、国家公安委員会が、
児童の性的搾取等に係る対策に関し関係府省庁間の必要な総合
調整等を行うこととなったところであり、これを受け28年４月以降、国
家公安委員会は関係府省庁連絡会議を開催しており、28年度末に
は児童の性的搾取等に係る対策の基本計画を策定する予定である。
　このような現状を受け、我が国における児童の性的搾取等に係る対
策の基本となる前記計画を翻訳し、同計画の内容を諸外国に向け発
信することにより、児童の性的搾取等に係る対策に関し、国際社会で
の我が国に対する評価の向上を図る。

　上記関係府省庁連絡会議において検討して犯罪対策閣僚会議において決定し
た児童の性的搾取等に係る対策の基本計画を英語に翻訳した上で公表し、諸外
国に向け発信する。

- - 640 - - - - -

99 Ⅱ 1 (4) ①
警
察
庁

携帯電話販
売店に対する
フィルタリング
推奨状況の
実態調査

　　インターネットに起因する犯罪から児童を守るためには、フィルタリン
グの利用率を高めることが必要である。また、保護者が児童のスマート
フォン等にフィルタリングを利用するのは任意であることから、全ての保護
者に接触する携帯電話の契約現場において、保護者にフィルタリング
の説明・推奨が適切になされることが重要である。
　　このような状況を受け、フィルタリング利用に係る実態調査を実施す
るとともに、結果等を広報啓発することで、国民のフィルタリングに対する
関心を高める。

　　全国の携帯電話販売店から調査対象店舗を抽出してフィルタリング推奨状況
の実態調査を行う。
　　調査結果からフィルタリング普及の阻害要因を把握し、今後の促進方策を検
討・実施することにより、フィルタリングの一層の普及を図る。

- - 要求認められず - - - - -

100 Ⅱ 1 (4) ①
警
察
庁

出会い系サイ
ト及びコミュニ
ティサイト利用
等のインター
ネット利用に
係る児童等の
犯罪被害等
を防止するた
めの啓発資料
の作成・配布

　　児童のスマートフォン所有率が上昇する一方、フィルタリング利用率
の低調や、コミュニティサイトの利用に起因する犯罪被害児童数の増
加等、児童を取り巻くインターネット利用に係る環境は極めて憂慮すべ
き状況にある。
　　このような状況を受け、スマートフォンに対応したフィルタリングの普及
や児童のモラル教育の充実、広報啓発の推進を図ることで、コミュニ
ティサイト利用等インターネット利用による犯罪被害等を防止する。

全国で発生している被害事例や非行事例を集約し、出会い系サイトやコミュニティ
サイト等のインターネット利用に係る犯罪被害等を防止するための各種リーフレットを
作成し、各都道府県警察を通じて非行防止教室等の機会に活用・配布するとと
もに、警察庁ウェブサイトに掲載する。

3,086 - 3,086 0 - - - -

６　売買春への対策の推進

７　人身取引対策の推進

８　セクシュアルハラスメント防止対策の推進

９　メディアにおける性・暴力表現への対応
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第８分野　貧困・高齢、障害等により困難を抱えた女性等が安心して暮らせる環境の整備

１　貧困等生活上の困難に直面する女性等への支援

102 Ⅱ 2 (1) ①
法
務
省

民事執行法
制の見直し

　平成１５年の民事執行改正により創設された財産開示手続につい
て，債務者財産に関する情報開示としての実効性が必ずしも十分で
なく、利用件数もそれほど多いとはいえない実情にあるとして，この制
度の在り方を見直す必要があるとの指摘がされていることに加え，平
成２７年１２月２５日に閣議決定された「第４次男女共同参画
基本計画」では，養育費の履行を確保するため，この制度について
所要の検討をすることとされたことから，債務者財産の開示制度の実
効性を向上させるなどの民事執行法制の見直しについての検討を行
う。

法制審議会に，債務者財産の開示制度の実効性を向上させ，不動産競売にお
ける暴力団員の買受けを防止し，子の引渡しの強制執行に関する規律を明確化
するなど，民事執行法制の見直しについて諮問する。

- - - - - - -

債務者財産の開
示制度の実効性
の向上等の民事
執行法制の見直
しについて，平成
２８年９月に法
制審議会への諮
問がされ，同年
１１月に法制審
議会民事執行法
部会における調
査審議が開始さ
れた。

103 Ⅱ 2 (1) ①

厚
生
労
働
省

ひとり親家庭・
多子世帯等
自立応援プロ
ジェクト

近年、核家族化や地域におけるつながりの希薄化等により、家庭・地
域における養育力が低下し、子育ての孤立化、不安・負担感が増大
している。すべての子どもの安心と希望の実現に向け、政府全体として
関係省庁が連携して、効果的なひとり親家庭・多子世帯等の自立支
援策を講じるため、「ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト」
を平成27年12月21日にとりまとめ、就業による自立に向けた就業支
援を基本としつつ、子育て・生活支援、学習支援などの総合的な支援
を充実することとした。

平成29年度予算においては、ひとり親家庭等の自立を支援するため、相談窓口の
ワンストップ化の推進、子どもの学習支援、居場所づくり、親の資格取得支援（自
立支援教育訓練給付金や高等職業訓練促進給付金の支給）、養育費確保支
援など、ひとり親家庭等の支援策を着実に実施する予定である。

199,349,165 - 205,578,328 6,229,163 - - - -

104 Ⅱ 2 (1) ②

厚
生
労
働
省

出張ハロー
ワーク！ひとり
親全力サポー
トキャンペーン
（生活保護
受給者等就
労自立促進
事業の一
部）

平成27年12月に閣議決定された「ひとり親家庭・多子世帯等自立
応援プロジェクト」が示すように、経済的に厳しい状況に置かれたひとり
親家庭が増加傾向にあることから、安定した就労による自立の実現が
必要となっている。こうしたことから、ハローワークにおける支援内容を知
らしめ、支援策のより一層の活用を図るため、多くのひとり親が来所す
る児童扶養手当の現況届の提出時期にあわせ、地方公共団体にハ
ローワークの窓口を設置することで、児童扶養手当受給者を円滑にハ
ローワークの就労支援につなげる。

８月の児童扶養手当の現況届けの提出の時期に合わせ、地方公共団体にハロー
ワークの臨時相談窓口を設置する他、既にハローワークの常設窓口が設置されてい
る場合は、常設窓口への児童扶養手当受給者の誘導を強化する。また、キャン
ペーンの周知用チラシを地方公共団体から児童扶養手当受給者への郵送物に同
封してもらう等、集中的に配布する。

6,247,821 - 7,076,407 - - - - -

35,108,700 - 53,888,728 18,780,028
＋

81,199,039
の内数

＋
74,774,341

の内数

-

106 Ⅱ 2 (1) ②

厚
生
労
働
省

マザーズハロー
ワーク事業

本格的な人口減少時代に対応し、活力ある社会を維持するために、
女性労働力の活用、特に出産・子育て等で離職した者への再就職
支援が喫緊の課題となっている一方、「就業構造基本調査」では、就
業を希望しながら求職活動を行っていない12歳未満の子どもを持つ女
性が約137万人いると推計されており、そのような子育て女性等の再
就職を促進する。
また、全国母子世帯等調査では母子世帯数が123.8万世帯と、経
済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭は増加傾向にあり、自立支
援の充実が課題とされていることから、マザーズハローワークにおけるひと
り親支援の体制の充実を行う。

子育て中の女性等を対象に、子ども連れでも来所しやすい環境を整備するととも
に、担当者制によるきめ細かな職業相談やそのニーズを踏まえた求人の確保等、再
就職に向けた総合的かつ一貫した支援を行っている。母子家庭の母等に対して
は、専門相談員を配置し、就職支援の強化を図っている。

3,029,437 - 3,345,837 316,400 - - - -

-105 Ⅱ 2 (1) ②

厚
生
労
働
省

ひとり親家庭
の親の就労支
援　～ハロー
ワークのひとり
親全力サポー
トキャンペーン
～
（助成金の
活用・拡充関
係）

○結婚、育児等で離職し長期のキャリアブランクがあるひとり親の中に
は、再就職に当たって、まずは試行的な雇用（有期雇用）を希望す
る者が一定程度いるため、試行的な雇用が有効である。
○加えて、試行雇用から長期雇用につなげる道を広げることが重要で
ある。
○また、キャリアアップ助成金の活用による正社員転換等も引き続き
重要である。

平成28年度から、ひとり親について、試行的な雇用から長期雇用につなげる道を
広げるため、トライアル雇用奨励金と特定求職者雇用開発助成金の併用を可能と
している。また、非正規雇用労働者のキャリアアップを支援するキャリアアップ助成金
についても引き続き活用を促進する。

-- -

の内数の内数
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107 Ⅱ 2 (1) ③
内
閣
府

子供の未来
応援国民運
動の推進

　貧困の世代間連鎖の解消等を目指し，政府は「子供の貧困対策
に関する大綱」（平成26年８月29日閣議決定）等に基づき，子
供の貧困対策を総合的に推進している。
　内閣府では，子供の貧困対策が国を挙げて推進されるよう，国，
地方公共団体，民間の企業・団体等によるネットワークを構築し，各
種支援情報等の収集・提供や民間資金を活用した支援など，官公
民の連携・協働プロジェクトを推進することとされており、平成27年10
月「子供の未来応援国民運動」を始動させた。

支援情報の一元的な集約・提供（各種支援情報の総合的なポータルサイトの整
備）、企業等による支援活動とNPO等の支援ニーズのマッチング事業、「子供の未
来応援基金」によるNPO等への支援などを通じて、国民の幅広い理解と協力の下
に官公民の連携・協力プロジェクトである「子供の未来応援国民運動」を促進す
る。

90,724 - 124,152 33,428 - - -
「子供の未来応
援基金」における
民間資金の活用

108 Ⅱ 2 (1) ④
内
閣
府

沖縄子供の
貧困緊急対
策事業

　沖縄の子供を取り巻く環境は、母子世帯の出現率が全国一位であ
るなど、全国と比較して特に深刻な状況である。
　沖縄の将来を担う子供達の貧困は、子供の生活と成長に様々な影
響を与えるとともに、貧困の連鎖により沖縄の社会全体に影響を与え
ることから、国が主導して、緊急的・モデル的に支援員の配置と子供の
居場所づくりを行うこととした。

○子供の貧困対策支援員の配置
　　市町村において、子供の貧困に関する各地域の状況を把握し、支援を要する
子とその世帯を関係機関につなぐ役割を担う「子供の貧困対策支援員」を配置す
る。
○子供の居場所の運営支援
　　市町村及び県において、子供が安心して過ごせる居場所の運営を支援する。
○事業の成果の分析・評価・普及
　　沖縄県において、事業の成果を分析・評価し、好事例の普及を図る。

1,000,000 - 1,102,467 102,467 - - 要求認められ
ず -

２　 高齢者､障害者､外国人等が安心して暮らせる環境の整備
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第９分野　男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備

１　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し

26 Ⅰ 1 (6) ③

消
費
者
庁

子供の事故
防止に関する
取組の推進

　我が国では、消費生活上の事故等によって、14歳以下の子供が毎
年300人以上亡くなっている。子供の事故を防止するため、注意喚起
等の啓発活動や子供の事故防止に配慮された安全な製品の普及等
に関する取組を推進する。

　子供の事故の動向分析及び消費者意識の実態調査を実施するとともに、その結
果を踏まえて、関係省庁の連絡会議において、子供の事故防止策を検討・推進す
る。

- - 14,782 - - - 1名
増員 -

118 Ⅲ 1 (1) ②
内
閣
府

・国家戦略特
別区域限定
保育士事業
・都市公園占
用保育所等
施設設置事
業

国家戦略特別区域限定保育士事業は、保育士不足を解消するた
め、特区内の都府県等が行う国家戦略特別区域限定保育士試験
の合格者が、３年間は各当該都道府県等の区域内で勤務することを
条件とした「地域限定保育士」の資格を付与し、通常の保育士試験
に加えた複数回の試験を実施しやすくするもの。
都市公園占用保育所等施設設置事業は、待機児童の解消に資す
るため、都市公園における保育所等を設置するための都市公園の占
用を認めることにより、用地不足に悩む都市部において保育所設置を
促進するもの。

○国家戦略特別区域限定保育士事業
保育人材の確保に向けて、都道府県等が保育士試験を年間２回行うことを促す
ため、３年間当該区域内のみで保育士と同様の資格として通用する「地域限定
保育士」の資格を付与する。
○都市公園占用保育所等施設設置事業
保育等の福祉サービスの需要に対応するため、都市公園内に保育所等の社会福
祉施設の設置を可能化。

- - - - - - -

○国家戦略特別
区域限定保育士
事業
保育士不足解消
のため、国家戦
略特区の枠組み
を活用し事業を
推進。
○都市公園占用
保育所等施設設
置事業
都市部における
保育ニーズに対
応するため、待機
児童の解消に向
け、引き続き国家
戦略特区の枠組
みを活用し事業
を推進。

119 Ⅲ 1 (1) ②

厚
生
労
働
省

保育士修学
資金貸付等
事業

保育士資格の新規取得者の確保や離職者の再就職支援も含めた
総合的な対策を講じることにより、保育の受け皿拡大に伴い必要とな
る保育人材の確保を図る。

・保育士修学資金貸付
　指定保育士養成施設に在学し、保育士資格の取得を目指す学生に対し修学
資金を貸し付け、５年間勤務した場合、返還を免除する。
・就職準備金貸付
　潜在保育士が再就職する際の就職準備金を貸し付け、２年間勤務した場合、
返還を免除する。

（二次補正）
　再就職支援のための就職準備金の倍増を行う。

- 11,198,132 - - - - - -

120 Ⅲ 1 (1) ③
内
閣
府

仕事・子育て
両立支援事
業

２５～４４才の女性の就業率上昇が更に進むことを念頭に、待機
児童解消加速化プランに基づく平成２９年度末までの保育の受け皿
整備の目標を上積みし、４０万人分から５０万人分としたところ。う
ち５万人分の保育の受け皿整備の支援及び従来の子ども・子育て支
援に加え、夜間・休日のほか短時間の非正規社員など多様な働き方
に対応した仕事と子育ての両立に対する支援を行う。

・事業所内保育を主軸とした企業主導型の多様な就労形態に対応した保育サー
ビスの拡大を支援する仕組みを創設し、運営に係る経費及び約５万人の受け皿
整備に伴う整備費、改修費の一部を支援する。
・多様な働き方をしている労働者を念頭に、子育てしやすい環境づくりのため、様々
な時間帯に働いている家庭のベビーシッター派遣サービスの利用を促し、仕事と子
育ての両立支援による離職の防止、就労の継続、女性の活躍等を推進する。

80,033,320 - 131,327,517 51,294,197

事業主拠出金
の拠出金率を
0.2%から
0.23％へ引き
上げ予定

待機児童解
消のため、税
制上の優遇措
置を拡充

定員１名増
（（通し番号
117）「子ど
も・子育て支援
新制度の実
施」の再掲）

-

Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

117 Ⅲ 1 (1) ① -

待機児童解
消のため、税
制上の優遇措
置を拡充

定員１名増 -
子ども・子育
て支援新制
度の実施

内
閣
府

748,193,967 -

子ども・子育て新制度については、社会保障・税一体改革に関する確
認書（社会保障部分）（平成２４年６月１５日自民党・公明
党・民主党）において、「幼児教育・保育・子育て支援の質・量の充
実を図るため、今回の消費税率の引き上げによる財源を含めて1兆円
程度の財源が必要」とされており、消費税財源から確保する0.7兆円
程度の必要額、及び更なる「質の向上」を実施するための0.3兆円超
の財源を確保し、「量的拡充」及び「質の向上」を着実に実施してい
く。

・保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、幼
児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進
・認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小
規模保育等への給付（「地域型保育給付」）
・地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠
点、放課後児童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」 ） 900,442,117 152,248,150

の内数
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124 Ⅲ 1 (2) ③

内
閣
官
房

参考：「子育
てワンストップ
サービス」の検
討

（参考）
我が国で進む超少子高齢社会の諸課題の解決のため、特に、「一億
総活躍」、「女性活躍推進」等の実現のための具体的な取組として、
マイナンバー制度等を活用した子育て行政サービスの変革を検討。妊
娠、出産、育児等に係る、国民の子育ての負担軽減を図るため、地
方公共団体における子育て関連の申請等手続について、マイナンバー
カードを用いてオンラインで一括して手続き行うことができるよう検討。

（参考）
マイナンバー制度を活用した子育て関連のサービスのワンストップ化をタスクフォース
等で検討を行い、関係府省庁と連携し、地方公共団体の情報提供ネットワークシ
ステムの運用が開始される平成29年7月以降、速やかに実現。

- - - - - - -

（参考）
平成28年3月か
ら子育てワンス
トップタスクフォー
スにて検討

124-2 Ⅲ 1 (2) ③
内
閣
府

「子育てワンス
トップサービ
ス」の実現

　「世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成28 年５月20 日改
定）」に基づき、平成 29 年7 月に予定されている情報提供ネット
ワークシステムの本格運用に併せ、マイナポータルを活用して利用者の
ニーズに合致したサービスが一覧として俯瞰できる仕組みを構築する。
　また、利用者が比較的多く、国民のニーズや関心も高いと思われる
児童手当、乳幼児健診や予防接種、乳幼児の教育・保育施設の利
用などの手続の中で、オンライン申請が可能な手続については、順次、
マイナポータルを通じて最適なサービスをプッシュ型でお知らせできるよ
う、地方公共団体への働きかけやサポートにも取り組む。

　子育て関連手続であって、これまで自治体窓口に個別に出向いて行う必要のあっ
た手続について、マイナポータルで検索し、マイナンバーカードで電子署名を付して申
請することができるよう、平成28年12月に取りまとめた「ワンストップ・カードプロジェク
ト アクションプログラム」に基づき、全市区町村での参加を促進し、平成29年夏頃
からの全市区町村でのサービス提供開始を図る。

－ －
5,639,057

の内数 - - - - -

125 Ⅲ 1 (2) ③
総
務
省

公的個人認
証サービス利
活用推進事
業

「日本再興戦略2016」に基づき、平成29年7月からのマイナポータル
の本格運用開始に向けて、子育て関連の申請に関するワンストップ
サービスを速やかに実現する必要がある。

　平成29年７月に本格稼働開始予定のマイナポータルと連携した子育て支援ワン
ストップサービスを着実かつ速やかに提供し、子育て世代の暮らしを支える環境整
備等を通じて一億総活躍社会の実現を加速する。
  具体的には、マイナンバーカード１枚で保育所利用申請手続が完了するためのセ
キュアな認証連携や企業・自治体の生産性向上のための電子私書箱機能（雇
用証明データの自治体ごとのフォーマットへの変換機能及び属性認証機能等）の
あり方等に係る技術面・運用面の検証を実施。

350,000
の内数 740,000 - - - - - -

129 Ⅲ 1 (2) ⑥

厚
生
労
働
省

地域医療介
護総合確保
基金

団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分
化・連携、在宅医療・介護推進、医療・介護従事者の確保・勤務環
境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域
包括ケアシステムの構築」が急務の課題である。このため、消費税増収
分等を活用した財政支援制度（本基金）を平成27年度に創設し、
各都道府県に設置することとしたところであり、各都道府県は、都道府
県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施する。

地域包括ケアシステムの構築に向けて、各都道府県計画に基づき、地域密着型
サービス等、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進するための
支援を行う。
　○地域密着型サービス施設等整備助成事業
　○介護施設等の施設開設準備経費等支援事業　　等

42,290,000 - 42,290,000 0 - - - -

130 Ⅲ 1 (2) ⑥

厚
生
労
働
省

介護福祉士
修学資金等
貸付制度にお
ける再就職準
備金貸付事
業の拡充

○　「介護離職ゼロ」の実現に向け、介護の受け皿を38万人分以上
から50万人分以上へ拡大することに伴い、2020年代初頭までに25
万人の介護人材の確保に取り組む必要があり、「ニッポン一億総活躍
プラン」（平成28年6月2日閣議決定）では、対応の方向性として、
「介護福祉士を目指す学生・生徒が、一定期間就労した場合に返還
を免除する修学資金貸付制度や、いったん仕事を離れた人が再び仕
事に就く場合の再就職準備金貸付制度を充実する。大都市、被災
地等の人材確保が特に困難な地域で、新たに開設する介護施設等
については、人材確保が施設整備の妨げとならないよう、再就職準備
金貸付制度の活用を図る。」とされている。
○　このため、介護福祉士修学資金等貸付制度における再就職準
備金貸付事業の拡充を図る。

大都市、被災地等の人材確保が特に困難な地域において、いったん仕事を離れた
人が再び仕事に就く場合の再就職準備金貸付制度の活用を図るため、貸付額の
上乗せや貸付対象者の要件緩和を行う。

- 997,740 - - - - - -
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131 Ⅲ 1 (2) ⑥

厚
生
労
働
省

介護人材の
処遇改善

　介護人材の処遇について、平成28年６月２日に閣議決定された
「ニッポン一億総活躍プラン」に基づき、平成29 年度（2017 年度）
からキャリアアップの仕組みを構築し、月額平均１万円相当の改善を
行う。

〈参考〉「ニッポン一億総活躍プラン」（抜粋）（平成28年6月2日
閣議決定）
　　 「介護人材の処遇については、競合他産業との賃金差がなくなる
よう、平成29年度（2017年度）からキャリアアップの仕組みを構築
し、月額平均１万円相当の改善を行う。この際、介護保険制度の下
で対応することを基本に、予算編成過程で検討する。なお、障害福祉
人材の処遇についても、介護人材と同様の考え方に立って予算編成
過程で検討する。」

●「未来への投資を実現する経済対策」（抜粋）（平成28年8月2日閣議決
定）
「介護保険制度の下で、介護人材の処遇については、キャリアアップの仕組みを構
築し、月額平均１万円相当の改善を平成29年度（2017年度）から実施す
る。このための予算措置を平成29年度（2017年度）当初予算に計上し、かつ、
継続して実施する。また、処遇改善を平成30年度（2018年度）介護報酬改
定を待たずして平成29年度（2017年度）から遺漏なく実施するため、保険料の
上昇回避のための財政安定化基金への特例的積増しなど、所要の措置をあらかじ
め講じる。障害福祉人材の処遇についても、介護人材と同様の考え方に立って対
応する。」

- - 28,861,221 -

指定居宅サービ
スに要する費用
の額の算定に関
する基準等を改
正し、平成29年
４月１日から施
行予定

- - -

132 Ⅲ 1 (2) ⑥

厚
生
労
働
省

介護ロボット
開発等加速
化事業

　一億総活躍社会の実現に向けた取組である「介護離職ゼロ」を目
指すためには、必要な介護サービスを確保する観点から、介護職員の
労働負担を軽減し、生産性の向上に資する取組が重要である。
　近年、介護職員の労働負担の軽減に資する介護ロボットが開発さ
れているが、その開発・普及の加速化に向けて、介護現場のニーズを
開発内容に反映、開発中の試作機へのアドバイス、開発された機器を
用いた効果的な介護技術の開発など、各段階で必要な支援を行う。

（１）ニーズ・シーズ連携協調のための協議会の設置
　開発前の着想段階から介護ロボットの開発の方向性について開発企業と介護現
場が協議し、介護現場のニーズを反映した開発の提案内容を取りまとめる協議会
を設置する。
（２）福祉用具・介護ロボット実用化支援事業
　介護現場のニーズに適した実用性の高い介護ロボットの開発が促進されるよう、
開発中の試作機器について介護現場での実証、成果の普及啓発等を行い、介護
ロボットの実用化を促す環境を整備する。
（３）介護ロボットを活用した介護技術開発支援モデル事業
　介護ロボットの導入を推進するためには、使用方法の熟知や、施設全体の介護
業務の中で効果的な活用方法を構築する視点が重要であり、介護ロボットを活用
した介護技術の開発までを支援するモデル事業を実施する。

304,627 - 300,090 ▲ 4,537 - - - -

133 Ⅲ 1 (2) ⑥

厚
生
労
働
省

介護ロボット
の導入支援
及び導入効
果実証研究
事業

　一億総活躍社会の実現に向けた取組である「介護離職ゼロ」を目
指すためには、必要な介護サービスを確保する観点から、介護職員の
労働負担を軽減し、生産性の向上に資する取組が重要である。
　近年、介護職員の労働負担の軽減に資する介護ロボットが開発さ
れているが、こうした介護ロボットの導入を推進するため、介護施設等
への導入支援を行うとともに、導入した場合の介護業務の効率化・負
担軽減効果について実証検証を行う。

○　介護現場や民間企業などの関係者で構成する「介護ロボット導入効果検証
委員会（仮称）」を立ち上げ、介護ロボットの導入により期待できる介護の負担
軽減効果等を検証するための実証計画を策定する。
○　実証計画に基づき、介護施設等に介護ロボットを導入するとともに、導入効果
のデータを測定・収集するため、介護ロボットを活用した場合・しない場合の介護業
務についてタイムスタディ等を実施する。
○　対象機器は、開発重点５分野（①移乗支援、②移動支援、③排泄支援、
④見守支援、⑤入浴支援）を基に選定する。
○　得られたデータについて「介護ロボット導入効果検証委員会（仮称）」におい
て分析・検証を行う。

- 402,773 - - - - - -

134 Ⅲ 1 (2) ⑥

厚
生
労
働
省

ICTの活用等
による効果
的・効率的な
サービス提供
の支援事業

○一億総活躍プランにおいて、「介護離職ゼロ」の実現に向け、介護
サービスを支える人材確保に向けた取組として、ＩＣＴの活用による
ペーパーレス化による文書量の半減などが盛り込まれている。
〇規模の大きい介護事業所では、ICTを活用したペーパーレス化等に
よる業務効率化を図り、生産性向上に向けた取組が進められている
が、規模の小さい介護事業者についてもICTの普及による生産性向
上に向けた取組を推進することが必要である。

規模の小さい事業者を対象として試行的事業を行い、その成果を集約して横展開
を図る - - 229,782 - - - - -
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136 Ⅲ 2 (2) ①
内
閣
府

通称使用の
現状と課題に
関する調査

社会において、旧姓を通称として使用しながら活動する女性が増加し
ている中、様々な活動の場面で旧姓を通称としてより使用しやすくなる
よう、制度の周知を含め、通称使用の拡大の取組を進める。

国家公務員の旧姓使用が可能となる範囲の拡大を検討するとともに、民間企業
等における通称使用の状況等を踏まえ、公的証明書や各種国家資格における通
称使用の現状と課題についても調査検討を行う。

11,374 - - - - - - -

137 Ⅲ 2 (2) ①
総
務
省

マイナンバー
カード等への
旧姓併記等
の推進

政府は、誰もが活躍できる一億総活躍社会を創るための大きな目標
である「希望出生率1.8」の実現に向け、「女性活躍」を中核と位置付
け取り組むこととしている。そのため、女性の一人ひとりが自らの希望に
応じて活躍できる社会づくりが重要であるとし、希望する者に係るマイナ
ンバーカード等への旧姓の併記等を可能とするもの。

希望する者に係るマイナンバーカード等への旧姓の併記等を可能とするよう、関係
法令の改正を行うとともにシステム改修等を行う。 - 9,378,763 23,760 -

住民基本台帳
法施行令等の
改正を検討中

-

機構（個人番
号カード企画
官）として１人
増

-

２　男女の人権尊重の理念と法律・制度の理解促進及び救済・相談の充実
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第10分野　教育・メディア等を通じた意識改革、理解の促進

１　国民的広がりを持った広報・啓発活動の展開
２　男女共同参画に関する男性の理解の促進

27 Ⅰ 1 (6) ③

消
費
者
庁

エシカル消費
推進事業

消費者教育の推進に関する法律(平成24年法律第61号）及び消
費者基本計画（平成27年3月24日閣議決定）には、消費者一人
一人が、個々の消費者の特性や消費生活の多様性を相互に尊重し
つつ、自らの消費生活に関する行動が現在と将来の世代にわたって社
会経済情勢や地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚し
て、公正で持続可能な社会の形成に積極的に参画する消費者市民
社会を目指すことが必要であるとされている。特に、将来を担う子供を
持つ若い親には、自らも多様な視点を持ち、安心して家事・育児に参
画し、子供世代へつないでいく意識が重要であり、そのための消費者
教育を一層充実させる必要がある。そのため、このような活動への関与
が薄い若い男性に向けて、エシカル・ラボへの参加の働きかけを行い、
多様な生活の視点や消費生活への関心を形成するきっかけとする。

公正で持続可能な消費のため、消費者それぞれが各自にとっての社会的課題の解
決を考慮したり、そうした課題に取り組む事業者を応援したりしながら消費者活動
を行う「エシカル消費」の推進を行うため、消費者庁では「倫理的消費(エシカル消
費）」研究会を実施し、普及啓発のためのシンポジウム、エシカル・ラボを開催して
いるが、それらに若年男性の活動を積極的に紹介するなどし、公正で持続可能な
将来へ向けた消費生活に対する意識・関心を高めると共に参加の働きかけを行う。
また、エシカル・ラボの開催にあたり、先進的な活動を行っている地方公共団体や消
費者関連団体等との連携を図り、効果的な啓発手法の開発等を検討する。

27,970
の内数 - 36,825

の内数
- - - 要求認められ

ず -

３　男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実

52 Ⅰ 2 (6) ①

文
部
科
学
省

職業実践力
育成プログラ
ム（BP：
Brush up
Program
for
professiona
l）認定制度

職業に必要な能力・知識を修得・更新・向上するため、大学・大学院
等において再教育を受けたいと考える社会人は多く、そのニーズは高い
ものの、実際に大学等で学び直している社会人は少ないのが現状。
教育再生実行会議第６次提言及び日本再興戦略改訂２０１５
を踏まえ、平成２７年７月３１日に、「大学等における職業実践力
育成プログラムの認定に関する規程」（平成２７年文部科学省告示
第１２４号）が公布・施行され、大学等のプログラムの受講を通じた
社会人の職業に必要な能力の向上を図る機会の拡大を目的として、
大学等における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的な
課程を「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ：Brush up Program
for professional）として文部科学大臣が認定して奨励する仕組
みを創設した。

大学等のプログラムの受講を通じた社会人の職業に必要な能力の向上を図る機
会を拡大するため、大学等における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専
門的なプログラムを「職業実践力育成プログラム」（BP）として文部科学大臣が認
定することにより、社会人の学び直しを推進する。
また、厚生労働省の教育訓練給付制度と連携しており、「職業実践力育成プログ
ラム」（BP）のうち、専門実践教育訓練として厚生労働大臣の指定を受けた講
座を受講する社会人は、教育訓練給付金を受給することができる。

- - - - - - -

毎年大学・大学
院・短期大学・高
等専門学校を対
象に新規公募を
行い、有識者によ
る審査を行った上
で、「職業実践力
育成プログラム」
（BP）として文
部科学大臣が認
定。

76 Ⅰ 2 (10) ⑤

文
部
科
学
省

各種研修等
への参加教員
における女性
枠の設定及
び女性管理
職登用に向け
た意識づけ、
ネットワークへ
の参加促進。

学校教育の現場においては、女性教員の割合に比して、教頭以上に
占める女性の割合が低いという実態がある。女性教員が管理職を希
望しない理由として、仕事と家庭の両立が難しい、責任が重たすぎる、
一教諭として児童・生徒に向き合いたいなどの意見があることから、これ
らに対応した取組を進める。

独立行政法人教員研修センター（平成29年4月1日より教職員支援機構に名
称変更）が主催する研修において、女性教職員の参加割合についての数値目標
を設定するとともに、推薦者への女性の積極的な推薦を促すことで、女性教職員の
研修への参加を促進する。

- - - - - - -

独立行政法人教
員研修センター
（平成29年4月
1日より教職員支
援機構に名称変
更）が実施する
各種研修等の女
性参加率の目標
値設定等

126 Ⅲ 1 (2) ④

文
部
科
学
省

男女共同参
画推進のため
の学び・キャリ
ア形成支援
事業

　「女性活躍加速のための重点方針２０１６」において、大学等にお
いて女性が子育てをしながら学習・研究しやすい環境を整備するため、
大学と地方公共団体等が連携した保育施設や保育サービスの提供
に関する先進事例の把握や実証的検証等を通じて、大学等における
保育環境整備の仕組みづくりのモデルを構築し、全国に普及させるとと
もに、学びから就労への円滑な移行など、保育環境整備とキャリア形
成支援の一体的な推進等について検討することとされている。
　また、平成28年6月2日に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラ
ン」においては、若者へ職業や家庭、将来について実践的に考える機
会を提供するため、実践的教材を用いた学習の実施などを推進すると
されている。

　大学等において女性が子育てをしながら学ぶことのできる環境を整備するため保
育環境のモデルの構築を進めるとともに、若者がライフイベントを踏まえた上で進路
や就労の選択を行えるよう、男女共同参画の視点に立ったライフプランニング支援の
推進を図るなどのキャリア形成支援を推進する。

- - 30,624 - - - - -
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４　女性の人権を尊重した表現の推進のためのメディアの取組への支援等
５　学校教育及びメディアの分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大

77 Ⅰ 2 (10) ⑤

文
部
科
学
省

公立学校教
職員の育児
休業取得の
実態把握

学校現場における女性教員の仕事と家庭の両立に資するべく、育児
休業取得の実態把握等を行い、男女ともに仕事と育児の両立が図ら
れる学校現場の形成に資する取組を推進する。

毎年度実施している「公立学校教職員の人事行政状況調査」において、公立学
校教職員の育児休業等の取得実態について調査を実施する。 - - - - - - - 実態調査
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29年度
予算

対28年度
増減額
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通
し
番
号

（注1）

担
当
府
省

該当施策名 施策の背景・目的（注3）
当該施策の概要（注3）

第11分野　男女共同参画の視点に立った防災・復興体制の確立

１　防災分野における女性の参画拡大など男女共同参画の推進

65 Ⅰ 2 (10) ①

海
上
保
安
庁

女性海上保
安官の活躍
推進(巡視船
艇等建造）

今後の女性海上保安官の採用・登用の拡大のため、巡視船艇等の
建造時から、女性海上保安官等の意見を踏まえつつ、巡視船艇等に
おける女性に配慮した設備の整備等、女性が働きやすい環境整備を
推進する必要がある。

巡視船艇等の建造に際し、女性職員の意見を踏まえつつ、女性に配慮した設備を
備えた巡視船艇等の整備を推進する。 27,457,817 38,813,653 36,778,684 - - - - - 2-3

69 Ⅰ 2 (10) ③
消
防
庁

女性消防団
員の加入促
進

　地域住民の安全・安心の確保に大きな役割を果たす消防団につい
て、消防団員総数が減少する中、女性消防団員は年々増加している
ところであり、女性が未加入の消防団においては、女性消防団員の入
団について真剣に取り組むこと、すでに女性消防団員が所属している
消防団においては、さらに積極的な女性の消防団への加入促進を図
ることを働きかける。

　女性の消防団への積極的な加入促進について、通知等により働きかける。
　また、全国の女性消防団員が一堂に会し、日頃の活動やその成果をアピールする
とともに、意見交換や交流を通じて連携を深める全国女性消防団員活性化大会
を開催し、女性消防団員の活動をより一層、活性化させる。
　さらに、女性や若者をはじめとする消防団加入促進を目的とする取組について、
都道府県及び市町村から提案を受け、その中から他の地域の参考となるような先
進的な取組を委託調査事業として採択し、実施・検証を経て全国展開していく。

97,510 - 97,510 0 - - - -

70 Ⅰ 2 (10) ③
消
防
庁

女性消防吏
員の更なる活
躍

　消防の分野において、平成28年４月１日現在、全国の消防吏員
に占め　る女性の割合は２．５％と低水準。
　消防庁では、平成27年７月29日、消防庁次長から都道府県知
事あてに、消防本部における女性消防吏員の更なる活躍に向けた取
組の推進について通知を発出した。
　消防庁としても、消防サービスの向上、消防組織の活性化のために
は、女性消防吏員の活躍推進を大きく進めることが必要。

（注）消防吏員：消防本部及び消防署に置かれる職員のうち、階
級及び服制を有し、消防事務に従事する者。

　消防吏員を目指す女性を増加させるため、女子学生を対象とした職業説明会や
ポスター等による広報を実施する。
　また、女性の採用が進んでいない消防本部に対してアドバイザーを派遣する等に
より、消防本部における女性の活躍に向けた取組を支援する。
　さらに、消防大学校の教育訓練に加え、消防学校への講義支援等を充実させる
とともに、消防大学校を卒業・修了した女性消防吏員のネットワークを構築する。
　このほか、消防署所等における女性専用施設の整備に対して財政支援を行う。

47,362 - 48,474 1,112 - - - - 2-3
9-2

110 Ⅱ 2 (2) ②
内
閣
府

男女共同参
画の視点によ
る熊本地震
対応状況調
査

　第4次男女共同参画基本計画（平成27年12月25日閣議決
定）では地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の
実施により地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針
決定過程及び防災の現場における女性の参画を拡大し、男女共同
参画の視点を取り入れた防災体制を確立することとしている。
 　平成28年熊本地震では、男女共同参画の視点や意見の反映等
について、様々な場面において、問題点や課題が指摘されている。
　そのため、震災後速やかに本調査を行い、被災地における地方公共
団体、民間団体等の震災時の対応状況等の把握や各種事例を集
積し、男女共同参画の視点に基づいてそれらの分析・検討を行うこと
により、今後我が国で起こりうる災害に対する防災施策に早急に反映
する。

熊本地震の発生に伴い、被災地熊本における地方公共団体、民間団体等の震
災時の対応状況（避難所運営、支援機関との連携）等を把握するためアンケー
ト調査、インタビュー調査を行う。また有識者による検討会を設置し調査事項の検
討、結果の分析を行う。

- 8,066 - - - - - -

２　復興における男女共同参画の推進

109 Ⅱ 2 (2) ①
復
興
庁

復興における
男女共同参
画の視点から
の取組事例の
収集・公表及
び被災地にお
ける男女共同
参画の視点の
浸透活動

「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針及
び第4次男女共同参画基本計画等を踏まえ、復興に男女共同参画
の視点を持つことの必要性に対する理解を促進・浸透することを目的と
する。

復興に当たって、女性が活躍している事例や被災地の女性を支援している事例な
どを収集し、公表するとともに、被災地等において、パネルディスカッション・シンポジウ
ム・ワークショップの開催、研修会での講演などの、男女共同参画の視点を持つこと
の必要性を理解してもらうための具体的な取組を実施。
また、2016年6月には、
・「東日本大震災５周年復興フォーラム」において、被災地で活躍する女性企業
家にフォーカスし、ブース出展や、総理大臣と女性企業家の方々と「企業経営にお
ける女性ならではの視点」をメインに座談会を実施。
・「交流ミーティングin東京 ～「新しい東北」を創る人々～」の「女性活躍DAY」に
おいて、復興と女性の関わり等についてのパネルディスカッション等を実施。

- - - - - - -

・男女共同参画
の視点から復興
に資する事例集
の作成・公表。
・被災地の自治
体等のニーズに応
じたワークショップ
等の浸透活動の
実施。

３　国際的な防災協力における男女共同参画

の内数の内数 の内数
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担
当
府
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第12分野　男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献

１　女子差別撤廃条約等の国際的な規範､国際会議等における議論への対応

２　男女共同参画に関する分野における国際的なリーダーシップの発揮

42 Ⅰ 2 (5) ①
②

内
閣
府

女性リーダー
育成に向けた
諸外国の取
組に関する調
査

○国際機関等で活躍する日本人の飛躍的な増加に向けて、海外の
事例も参考にしつつ女性リーダー育成に向けた実践的な調査・研究な
どの取組を進めるとともに、民間企業において役員候補等となり得る女
性への研修の実施などにより、女性が昇進意欲を持って働くことができ
る環境整備を図る必要がある。
○特に女性役員の登用は、企業価値の増大のみならず、女性役員
がロール・モデルやメンターとなることにより、企業において裾野広く女性
人材が育成される可能性がある。
○第４次男女共同参画基本計画においても、平成27年時点で
2.8%となっている「上場企業役員に占める女性の割合」を、「５％
（早期）、更に10％を目指す（平成32年）」としたところ。
○これらを踏まえ、本施策を実施するもの。

平成28年度に諸外国の先進的な取組も参考にした報告書・育成モデルプログラ
ムを取りまとめ、平成29年度にはこれを地方（仙台、名古屋、大阪の３か所）に
おいて試行的に実施・検証することで、その効果や課題を明らかにし、成果を幅広く
共有することにより、上記目標に向けた取組を推進する。

9,847 - 11,218 1,371 - - - -

50 Ⅰ 2 (5) ⑥
外
務
省

国際機関邦
人職員増強
施策

  国際機関に対して財政的貢献のみならず人的貢献を行うという観
点及び国際機関における日本のプレゼンスを高めるという観点から，
国際機関の日本人職員を増強し，国際機関における意思決定プロ
セスへの日本人職員の参画を促進することで，我が国の国益と国際
社会共通の利益に資する望ましい国連の実現等を目指す。日本再
興戦略2016工程表等において，「2025年までに国連関係機関の
邦人職員数を1,000人とする」目標が掲げられている。

【JPO（Junior Professional Officer）派遣制度（拡充）】
　給与等を外務省が負担して，将来国際機関で勤務することを志望する35歳以
下の若手日本人を，原則２年間国際機関に派遣し，勤務経験を積むことによ
り，将来における国際機関の正規職員になるために必要な能力を身に付け，ひい
ては国際機関に勤務する日本人職員の増強を図るもの。派遣終了後の定着率は
約７割を超え，現職邦人職員の半数近くがJPO派遣出身者となっている。
【幹部職員の増強（新規）】
  JPO同様，給与等の経費を負担し将来の幹部候補となる36歳以上の中堅日
本人を国際機関に派遣し，勤務経験・実績を積むことにより，国際機関の幹部
職員の増強を図るもの。
【潜在的候補者の発掘・育成（新規・拡充）】
　国際機関勤務経験者を活用した広報事業の実施，国際機関志望者や現役
JPOに対するCV・面接対策等を実施する。

※　上記施策に係る事務等を実施するため、外務省国際機関人事センターの体
制強化を図る。

2,034,213 - 2,384,514 350,301 - - 定員２名増 -

51 Ⅰ 2 (5) ⑥
外
務
省

平和構築・開
発におけるグ
ローバル人材
育成事業

紛争予防から紛争後の平和と安定や復興，開発に至る一連のプロセ
スにおいて，幅広い分野の文民専門家が必要とされている中で，我
が国としても国際協調主義に基づく積極的平和主義の立場から国際
社会の平和と安定に貢献するため，平和構築・開発分野の現場で
活躍できる人材の育成に取り組むことが重要である。本事業で平和構
築・開発分野を担う人材の育成・キャリア構築を支援することで，同
分野の国際機関における我が国のプレゼンス強化が見込まれる。

平和構築・開発分野における文民専門家の発掘・育成・キャリア構築支援を目的
として，各種研修コースを実施。具体的には今後平和構築・開発分野でキャリアを
形成する意思を持つ若手を対象とした「プライマリー・コース」，同分野において更な
る活躍を目指す実務家向けの「ミッドキャリア・コース」，ＪＰＯ合格者を対象とし
た「ＪＰＯ赴任前研修」を実施。その他にも国際機関等のポスト獲得に必要なス
キル・知識を提供する「キャリア構築支援」，海外の関連機関との関係強化，国
際機関等における人材ニーズ調査及び広報・人材発掘を行う。

130,743 - 128,723 ▲ 2,020 - - - -

63 Ⅰ 2 (9) ①
外
務
省

国際女性会
議WAW!の
開催

　我が国は，安倍政権の最重要課題の一つである「女性が輝く社会」
を実現するための取組の一環として，2014年から東京において国際
女性会議WAW!（World Assembly for Women）を開催して
いる。
　本会議は，女性・ジェンダー問題について日本の取り組みをアピール
し，併せて国際的な意識向上・啓発を推進することが目的である。３
回目となる2016年は，12月13日～14日に東京都内で開催し，
国内外から94名の女性分野で活躍するリーダーらが参加し，約800
人が傍聴した。参加者のアイディアや提案は「WAW! To Do 2016」
として取りまとめられ，国連文書として発出される予定。
　同会議は毎年の開催を予定しており，将来的に，同会議を女性
分野における中核的な国際フォーラムに発展させ，国際社会における
女性の活躍促進の議論を主導していくことを目指している。

　女性活躍推進に貢献している国内外の著名人（政府関係者，有識者，財界
人，メディア関係者他）の参加を得て，基調講演及びパネルディスカッションによる
公開フォーラムを実施すると共に，テーマ別のラウンドテーブル(複数の小グループ会
合により構成)を行う。また，同会議に際して全国で開催される女性関連イベントと
の協力事業を実施。

95,399 - 91,547 ▲ 3,852 - - - -
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64 Ⅰ 2 (9) ②
内
閣
府

アジア・太平
洋輝く女性の
交流事業

〇アジア・太平洋諸国を中心とする各国と我が国の交流で架け橋に
なっている女性の活躍に焦点をあてるとともにシンポジウムや国際交流
の場を開催することなどにより、女性の視点から、日本とアジア・太平洋
諸国の友好・信頼関係の更なる深化を図る。
〇シンポジウムでは、様々な分野における女性たちの活躍の実態、ア
ジア・太平洋諸国と日本の両方での経験から感じた魅力や課題を共
有したうえで、女性活躍のロールモデルを示す。
〇国際交流の場では、更なる活躍を促すための、架け橋として活躍し
ている女性及び支援者等の知見の交換及び交流（ネットワーキン
グ）を行う。
〇さらに、架け橋女性の視点から見た日本の魅力を、パンフレット等の
作成・配布等を通じて、国連婦人の地位委員会（CSW）やＡＰＥ
Ｃ女性と経済フォーラム等の国際的な場で効果的に世界に向けて発
信する。
○平成２８年度から５か年にわたり実施することを想定。

（１）「架け橋として活躍している女性」及び架け橋女性から見た日本の魅力に
関する調査
　「架け橋女性」等は以下を想定
　①日本で活躍しているアジア・太平洋諸国の女性
　②アジア・太平洋諸国で活躍している日本人女性
　③かつて日本で暮らし、母国に戻るなどして日本との架け橋となっているアジア・太
平洋諸国の女性
　④日本国内においてアジア・太平洋諸国と深い関わりを持った事業を行っている
日本人女性
　⑤架け橋女性と関係する国内外の企業・教育機関・団体等

（２）シンポジウムや国際交流会議の開催
　シンポジウム：「架け橋として活躍している女性から見た日本の魅力（仮）」を
テーマとしたシンポジウムの開催
　国際交流会議：日本及びアジア・太平洋諸国で活躍する架け橋女性及び関
係者等の交流会の開催

（３）総理・関係閣僚との懇談の場を設ける

61,982 - 61,982 0 - - - -

　（注１）「『女性活躍加速のための重点方針2016』に基づく平成29年度予算案等について」（平成29年2月）での整理上の番号を示す。
　（注２）「女性活躍加速のための重点方針2016」（平成28年５月20日すべての女性が輝く社会づくり本部決定）の記載箇所を示す。
　（注３）「『女性活躍加速のための重点方針2016』に基づく平成29年度予算案等について」（平成29年2月）における記載内容である。
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